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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 Q 42001：0000 
 (ISO/IEC 42001：2023) 

情報技術－人工知能－マネジメントシステム 
Information technology－Artificial intelligence－Management system 

 
序文 

この規格は，2023 年に第 1 版として発行された ISO/IEC 42001 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

人工知能（AI）は，情報技術を利活用する全ての分野での応用が急速に進んでおり，経済を活性化す

る主要な要素と期待されている。この動向の帰結として，今後数年の間に特定の用途で社会的な問題を引

き起こす可能性がある。 

この規格は，組織が AI システムに関する組織の役割（例えば，AI を活用する製品又はサービスの利用，

開発，監視又は提供）を，責任をもって果たせるように支援することを意図するものである。AI は，次

のような具体的な考慮すべき事項を提起する可能性がある。 

－ AI を用いる自動意思決定は，不透明かつ説明不可能な方法で下されることがあることから，従来の 
IT システムに対してのマネジメントを越える AI 特有のマネジメントを行わなければならない場合が

ある。 

－ システムを設計するために人がロジックをコーディングするのではなく，データ分析，洞察及び機械

学習（ML）を利用することは，AI システムを適用する機会を増加させるとともに，そのようなシス

テムを開発し，正しく動作することを証明し，及び展開する方法を変える。 

－ 継続的に学習を行う AI システムは，利用中にその挙動が変動する。挙動の変動を伴いつつも責任あ

る利用を継続していくことを確実にするために，特別な配慮が必要となる。 

この規格は，それぞれの組織がもつ状況の下で AI マネジメントシステムを確立し，実施し，維持し，

継続的に改善していくための要求事項を提供する。組織には，AI に特有である特徴に焦点を当てて要求

事項を適用することが期待される。継続的に学習して改善する能力をもち，一方で，透明性又は説明可能

性が欠如するといった AI に特有の特徴に起因して，従来の作業実施方法では更なる懸念事項が生じた場

合には，別の安全対策が必要になる場合がある。既存のマネジメント構造を拡張するために AI マネジメ

ントシステムを展開することは，組織にとって戦略的な意思決定となる。 

AI マネジメントシステムを確立し，実施するに当たっては，組織のニーズ及び目的，プロセス，規模

及び構造，並びに様々な利害関係者の期待が影響する。AI マネジメントシステムの確立及び実施に影響

する別の要因が，AI の多くのユースケース，及びガバナンスの仕組みとイノベーションとの間で適切な

バランスをとる必要性となる。組織は，リスクベースのアプローチを利用してこの規格に定める要求事項

を適用することを選択し，組織が想定する範囲内の特定の AI ユースケース，サービス又は製品に対して，

適切なレベルの管理策が適用可能なようにする。これら全ての影響要因は変化することから，随時見直す

ことが期待される。 
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AI マネジメントシステムは，組織がもつプロセス及び組織全体におけるマネジメント構造と統合する

ことが望ましい。AI に関連する特定の課題を，プロセス，情報システム及び管理策を設計するに当たり

考慮することが望ましい。このような極めて重要なマネジメントプロセスの例に，次の事項がある。 

－ 組織の目的，利害関係者の関与，及び組織方針の決定 

－ リスク及び機会のマネジメント 

－ AI システムのライフサイクル全体にわたるセキュリティ，安全性，公平性，透明性，データの品質

及び AI システムの品質など，AI システムのトラストワージネスに関連する懸念事項を管理するため

のプロセス 

－ 組織のために AI システムを提供又は開発する供給者，パートナー及びサードパーティをマネジメン

トするためのプロセス 

この規格は，そのようなプロセスを支援するために適用可能な管理策を展開するための指針を提供する。 

この規格では，マネジメントプロセスに関する具体的な手引には触れていない。組織は，一般に受容さ

れている枠組み，他の国際標準及び組織自体の経験を組み合わせて，組織が想定する適用範囲内における

特定の AI のユースケース，製品又はサービスに適したリスクマネジメント，ライフサイクルマネジメン

ト及びデータの品質マネジメントなどの重要なプロセスを実施することが可能である。 

この規格の要求事項に適合する組織は，AI システムに関する組織の役割に関わる責任及びアカウンタ

ビリティに関する根拠となる証拠を生成することが可能である。 

この規格で示す要求事項が記載されている順序は，その重要性を反映するものでもなく，実施する順序

を示すものでもない。細別符号［例えば，a)，b)，又は 1)，2)］は，参照目的のためだけに付記している。 

他のマネジメントシステム規格との両立性 

この規格は，マネジメントシステム規格（MSS）間の整合性を高めるために開発され ISO/IEC 専門業

務用指針第 1 部の附属書 SL に規定される“調和させる構造（harmonized structure）”（共通の箇条番号，箇

条タイトル，テキスト並びに共通用語及び中核となる定義）を適用している。AI マネジメントシステム

では，組織で AI を利用することで生じる課題及びリスクをマネジメントするに当たって固有の要求事項

を提供する。この共通アプローチによって，例えば，品質，安全性，セキュリティ及びプライバシーに関

連する他のマネジメントシステム規格の実施及び一貫性を容易にする。 

1 適用範囲 

この規格は，組織の状況の下で AI（人工知能）マネジメントシステムを確立し，実施し，維持し，継

続的に改善するための要求事項について規定し，手引を提供する。 

この規格は，AI システムを活用した製品又はサービスを提供又は利用する組織によって利用されるこ

とを意図している。この規格は，組織がその目的を追求する上で責任をもって，AI システムを開発，提

供又は利用し，適用される要求事項，利害関係者に関連する義務，及び利害関係者からの期待を満たすた

めに役立てることを意図している。 

この規格は，組織の規模，業種・形態及び性質を問わず，AI システムを活用する製品又はサービスを

提供又は利用する全ての組織に適用可能である。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
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なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）は適用

しない。 

JIS X 22989:2023，情報技術－人工知能－人工知能の概念及び用語 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO/IEC 22989:2022, Information technology－Artificial 
intelligence－Artificial intelligence concepts and terminology 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS X 22989:2023 による。 

注記 対応国際規格では，版の指定がない ISO/IEC 22989 を引用しているが，この規格では箇条 2 との

整合を図り，版を指定した対応する JIS を引用した。 

ISO 及び IEC は，標準化に利用する用語データベースを次のアドレスで維持している。 

－ ISO Online browsing platform：https://www.iso.org/obp 

－ IEC Electropedia：https://www.electropedia.org/ 

3.1 
組織（organization） 

自らの目的（3.6）を達成するため，責任，権限及び相互関係を伴う独自の機能をもつ，個人又は人々

の集まり 

注釈 1 組織という概念には，法人か否か，公的か私的かを問わず，自営業者，会社，法人，事務所，

企業，当局，共同経営会社，非営利団体若しくは協会，又はこれらの一部若しくは組合せが含

まれる。ただし，これらに限定されるものではない。 

注釈 2 組織が，より大きな実体（entity）の一部である場合，用語“組織”は，AI マネジメントシス

テム（3.4）の適用範囲内にある，そのより大きな実体（entity）の一部だけを指す。 

3.2 
利害関係者（interested party） 

ある決定事項若しくは活動に影響を与え得るか，その影響を受け得るか，又はその影響を受けると認識

している，個人又は組織（3.1） 

注釈 1 AI における利害関係者の概要は，JIS X 22989:2023 の 5.19 に記載されている。 

3.3 
トップマネジメント（top management） 

最高位で組織（3.1）を指揮し，管理する個人又は人々の集まり 

注釈 1 トップマネジメントは，組織内で，権限を委譲し，資源を提供する力をもっている。 
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注釈 2    マネジメントシステム（3.4）の適用範囲が組織の一部だけの場合，トップマネジメントとは，

組織内のその一部を指揮し，管理する人をいう。 

3.4 
マネジメントシステム（management system） 

方針（3.5），目的（3.6）及びその目的を達成するためのプロセス（3.8）を確立するための，相互に関

連する又は相互に作用する，組織（3.1）の一連の要素 

注釈 1 一つのマネジメントシステムは，単一又は複数の分野を取り扱うことが可能である。 

注釈 2  マネジメントシステムの要素には，組織の構造，役割及び責任，計画策定及び運用が含まれ

る。 

3.5 
方針（policy） 

トップマネジメント（3.3）によって正式に表明された組織（3.1）の意図及び方向付け 

3.6 
目的（objective） 

達成する結果 

注釈 1 目的は，戦略的，戦術的又は運用的であり得る。 

注釈 2 目的は，様々な領域（例えば，財務，安全衛生，環境）に関連し得るものである。目的は，例

えば，組織全体，又はプロジェクト，製品若しくはプロセス（3.8）に固有のものであり得る。 

注釈 3 目的は，例えば，意図する結果，目的（purpose），運用基準など，別の形で表現することも可

能である。また，AI 目的という表現の仕方もある。又は，同じような意味をもつ別の言葉

［例 狙い（aim），到達点（goal），目標（target）］で表すことも可能である。 

注釈 4 AI マネジメントシステム（3.4）の場合，組織（3.1）は，特定の結果を達成するため，AI 方針

（3.5）と整合のとれた AI の目的を設定する。 

3.7 
リスク（risk） 

不確かさの影響 

注釈 1 影響とは，期待されていることから，好ましい方向又は好ましくない方向にかい（乖）離する

ことをいう。 

注釈 2 不確かさとは，事象，その結果又はその起こりやすさに関する，情報，理解又は知識に，たと

え部分的にでも不備がある状態をいう。 

注釈 3 リスクは，起こり得る事象（JIS Q 0073の定義を参照）及び結果（JIS Q 0073の定義を参照），

又はこれらの組合せについて述べることによって，その特徴を示すことが多い。 

注釈 4 リスクは，ある事象（その周辺状況の変化を含む。）の結果とその発生の起こりやすさ（JIS Q 
0073 の定義を参照）との組合せとして表現されることが多い。 

3.8 
プロセス（process） 

インプットを使用又は変換して結果を生み出す，相互に関連する又は相互に作用する一連の活動 

注釈 1 プロセスの結果を，アウトプット，製品又はサービスのいずれと呼ぶかは，それが用いられて

いる文脈による。 
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3.9 
力量（competence） 

意図した結果を達成するために，知識及び技能を適用する能力 

3.10 
文書化した情報（documented information） 

組織（3.1）が管理し，維持するよう要求されている情報，及びそれが含まれている媒体 

注釈 1 文書化した情報は，あらゆる形式及び媒体の形をとることが可能であり，あらゆる情報源から

得ることが可能である。 

注釈 2 文書化した情報には，次に示すものがあり得る。 

－ 関連するプロセス（3.8）を含むマネジメントシステム（3.4） 

－ 組織の運用のために作成された情報（文書類） 

－ 達成された結果の証拠（記録） 

3.11 
パフォーマンス（performance） 

測定可能な結果 

注釈 1 パフォーマンスは，定量的又は定性的な所見のいずれにも関連し得る。 

注釈 2 パフォーマンスは，活動，プロセス（3.8），製品，サービス，システム又は組織（3.1）のマネ

ジメントに関連する場合がある。 

注釈 3 この規格の文脈において，パフォーマンスとは，AI システムを使用して達成された結果，及

び AI マネジメントシステム（3.4）に関連した結果の両方を指している。この用語の正しい解

釈は，AI システムの使用の状況から明らかである。 

3.12 
継続的改善（continual improvement） 

パフォーマンス（3.11）を向上するために繰り返し行われる活動 

3.13 
有効性（effectiveness） 

計画した活動を実行し，計画した結果を達成した程度 

3.14 
要求事項（requirement） 

明示されている，通常暗黙のうちに了解されている又は義務として要求されている，ニーズ又は期待 

注釈 1 “通常暗黙のうちに了解されている”とは，対象となるニーズ又は期待が暗黙のうちに了解さ

れていることが，組織（3.1）及び利害関係者（3.2）にとって，慣習又は慣行であることを意

味する。 

注釈 2 規定要求事項とは，例えば，文書化した情報（3.10）の中で明示されている要求事項をいう。 

3.15 
適合（conformity） 

要求事項（3.14）を満たしていること 

3.16 
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不適合（nonconformity） 
要求事項（3.14）を満たしていないこと 

3.17 
是正処置（corrective action） 

不適合（3.16）の原因を除去し，再発を防止するための処置 

3.18 
監査（audit） 

監査基準が満たされている程度を判定するために，証拠を収集し，それを客観的に評価するための，体

系的で，独立したプロセス（3.8） 

注釈 1 監査は，内部監査（第一者）又は外部監査（第二者・第三者）のいずれでも，又は複合監査

（複数の分野の組合せ）でもあり得る。 

注釈 2 内部監査は，その組織（3.1）自体が行うか，又は組織の代理で外部関係者が行う。 

注釈 3 “監査証拠”及び“監査基準”は，JIS Q 19011 に定義されている。 

3.19 
測定（measurement） 

値を決定するプロセス（3.8） 

3.20 
監視（monitoring） 

システム，プロセス（3.8）又は活動の状況を明確にすること 

注釈 1 状況を明確にするために，点検，監督又は注意深い観察が必要な場合もある。 

3.21 
管理策（control） 

＜リスク＞ リスク（3.7）を維持及び／又は修正する対策 

注釈 1 管理策は，リスクを維持及び／又は修正するプロセス，方針，方策，実務又はその他の条件及

び／若しくは活動を含む。ただし，これらに限定されない。 

注釈 2 管理策が，常に意図又は想定した修正効果を発揮するとは限らない。 
（出典：JIS Q 31000:2019 の 3.8 を修正。＜リスク＞ を適用領域として追加） 

3.22 
経営陣（governing body） 

組織のパフォーマンス及び適合性に対してアカウンタビリティをもつ個人又は人々の集まり 

注釈 1 全ての組織，特に小規模な組織にトップマネジメントとは別の経営陣がいるわけではない。 

注釈 2 経営陣には，取締役会，取締役会の委員会，監査役会，評議員（trustees）又は監督者

（overseers）が含まれるが，これらに限定されない。 
（出典：ISO/IEC 38500:2015 の 2.9 を修正。注釈を追加） 

3.23 
情報セキュリティ（information security） 

情報の機密性，完全性及び可用性を維持すること 

注釈 1 さらに，真正性，アカウンタビリティ，否認防止，信頼性などの特性を維持することを含める
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こともある。 
（出典：JIS Q 27000:2019 の 3.28） 

3.24 
AI システム インパクトアセスメント（AI system impact assessment） 

AI を利用した製品又はサービスを開発，提供又は利用する組織による，個人，個人の集まり又はその

両方，及び社会へのインパクトを特定し，評価し，対処するための正式な文書化したプロセス 

3.25 
データ品質（data quality） 

データが特定の状況に対する組織のデータ要求事項を満たしているという，データの特性 
（出典：ISO/IEC 5259-1:2024 の 3.4） 

3.26 
適用宣言書（statement of applicability） 

必要な全ての管理策（3.21），及び管理策を含めた理由又は除外した理由を示す文書 

注釈 1 組織は，附属書 Aに挙げた管理策の全てを必要としない場合も，又は組織自体が確立した追加

の管理策によって附属書 A のリストを上回る場合もある。 

注釈 2 特定した全てのリスクは，この規格の要求事項に従って組織が文書化しなければならない。特

定した全てのリスク及びそれらに対処するために確立したリスクマネジメント対策（管理策）

は，適用宣言書に反映しなければならない。 

4 組織の状況 

4.1 組織及びその状況の理解 

組織は，組織の目的（purpose）に関連し，かつ，その AI マネジメントシステムの意図した結果を達成

する組織の能力に影響を与える，外部及び内部の課題を決定しなければならない。 

組織は，気候変動が関連する課題かどうかを決定しなければならない。 

組織は，組織が開発，提供又は利用する AI システムの意図した目的（purpose）を考慮しなければなら

ない。組織は，これらの AI システムに関して組織の役割を決定しなければならない。 

注記 1 組織及びその状況を理解するために，AI システムに対する組織の役割を決定することが役立

つ。これらの役割には，次の一つ以上が含まれるが，これらに限定されない。 

－ AI 提供者（AI プラットフォーム提供者，AI 製品又はサービスの提供者を含む。） 

－ AI プロデューサー（AI 開発者，AI 設計者，AI オペレーター，AI テスト実施者及び評価

者，AI 展開者，AI ヒューマンファクター専門家，領域専門家，AI インパクトアセスメン

ト実施者，調達者，AI ガバナンス及びオーバーサイト専門家を含む。） 

－ AI 顧客（AI 利用者を含む。） 

－ AI パートナー（AI システムインテグレーター及びデータ提供者を含む。） 

－ AI 主体（subject）（データ主体及びその他の主体を含む。） 

－ 関係当局（政策立案者及び規制機関を含む。） 

これらの役割の詳細な記載は，JIS X 22989 にある。さらに，役割の種類と AI システムのライフサイク
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ルとの関係も，NIST（National Institute of Standards and Technology）の AI リスクマネジメントフレームワ

ークに記載されている[29]。組織の役割は，この規格の要求事項及び管理策の，適用可能性及び適用範囲

を決定することが可能である。 

注記 2 この箇条に基づいて対処される外部及び内部の課題は，組織の役割及び法域，並びに組織の

AI マネジメントシステムが意図した成果を達成するための組織の能力へ与えるインパクトに

応じて異なることがある。このような事項には次の事項が含まれるが，これらに限定されない。 

a) 次のような外部状況に関連した考慮事項 

1) 禁止された AI の用途を含む，適用される法的要求事項 

2) AI システムの開発及び利用における法的要求事項の解釈又は施行にインパクトを与え

る規制機関の方針，指針及び決定 

3) AI システムの意図した目的（purpose）及び利用に関連するインセンティブ又は結果 

4) AI の開発及び利用に関する組織の文化，伝統，価値観，規範及び倫理 

5) AI システムを利用した新しい製品及びサービスの競合状況及び傾向 

b) 次のような内部状況に関連した考慮事項 

1) 組織の状況，ガバナンス，目的（6.2 参照），方針及び手順 

2) 契約上の義務 

3) 開発又は利用する AI システムの意図した目的（purpose） 

注記 3 役割の決定は，組織が処理するデータのカテゴリーに関連する義務で形成される［例えば，個

人識別可能情報（PII）を処理する場合の PII 処理者又は PII 管理者］。PII 及び関連する役割に

ついては，ISO/IEC 29100 を参照。役割は，AI システム固有の法的要求事項によって示される

場合もある。 

4.2 利害関係者のニーズ及び期待の理解 

組織は，次の事項を決定しなければならない。 

－ AI マネジメントシステムに関連する利害関係者 

－ それらの利害関係者の，関連する要求事項 

－ それらの要求事項のうち，AI マネジメントシステムを通して取り組むもの 

注記 関連する利害関係者は，気候変動に関する要求事項をもつ可能性がある。 

4.3 AI マネジメントシステムの適用範囲の決定 

組織は，AI マネジメントシステムの適用範囲を定めるために，その境界及び適用可能性を決定しなけ

ればならない。 

この適用範囲を決定するとき，組織は，次の事項を考慮しなければならない。 

－ 4.1 に規定する外部及び内部の課題 

－ 4.2 に規定する要求事項 

AI マネジメントシステムの適用範囲は，文書化した情報として利用可能な状態にしなければならない。 

AI マネジメントシステムの適用範囲は，AI マネジメントシステム，リーダーシップ，計画策定，支援，

運用，パフォーマンス，評価，改善，管理策及び目的に関するこの規格の要求事項に関する組織の活動を
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決定しなければならない。 

4.4 AI マネジメントシステム 

組織は，この規格の要求事項に従って，必要なプロセス及びそれらの相互作用を含む，AI マネジメン

トシステムを確立し，実施し，維持し，かつ，継続的に改善し，文書化しなければならない。 

5 リーダーシップ 

5.1 リーダーシップ及びコミットメント 

トップマネジメントは，次に示す事項によって，AI マネジメントシステムに関するリーダーシップ及

びコミットメントを実証しなければならない。 

－ AI 方針（5.2 参照）及び AI の目的（6.2 参照）を確立し，それらが組織の戦略的な方向性と両立する

ことを確実にする。 

－ 組織の事業プロセスへの AI マネジメントシステム要求事項の統合を確実にする。 

－ AI マネジメントシステムに必要な資源が利用可能であることを確実にする。 

－ 有効な AI マネジメント及び AI マネジメントシステム要求事項への適合の重要性を伝達する。 

－ AI マネジメントシステムがその意図した結果を達成することを確実にする。 

－ AI マネジメントシステムの有効性に寄与するよう人々を指揮し，支援する。 

－ 継続的改善を促進する。 

－ その他の関連する役割が，その責任の領域においてリーダーシップを実証するよう支援する。 

注記 1 この規格で“事業”という場合，それは，組織の存在の目的（purpose）の中核となる活動と

いう広義の意味で解釈される場合がある。 

注記 2 AI システムの利用，開発及びガバナンスに対して責任あるアプローチをとるために，組織内

の文化を確立，奨励及びモデル化することが，トップマネジメントによるコミットメント及び

リーダーシップの重要な実証となり得る。このような責任あるアプローチの認識及び順守を確

実にし，リーダーシップを通じて AI マネジメントシステムを支援することが，AI マネジメン

トシステムの成功に役立つことがある。 

5.2 AI 方針 

トップマネジメントは，次の事項を満たす AI 方針を確立しなければならない。 

a) 組織の目的（purpose）に対して適切である。 

b) AI の目的（6.2 参照）の設定のための枠組みを示す。 

c) 適用される要求事項を満たすことへのコミットメントを含む。 

d) AI マネジメントシステムの継続的改善へのコミットメントを含む。 

AI 方針は，次に示す事項を満たさなければならない。 

－ 文書化した情報として利用可能である。 

－ 他の組織方針に関連するものとして言及する。 

－ 組織内に伝達する。 

－ 必要に応じて，利害関係者が入手可能である。 
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AI 方針を確立するための管理目的及び管理策を，表 A.1 の A.2 に示す。また，これらの管理策の実施の

手引を，B.2 に示す。 

注記 AI 方針を開発する際の組織の考慮事項は，JIS Q 38507 で規定されている。 

5.3 役割，責任及び権限 

トップマネジメントは，関連する役割に対して，責任及び権限が割り当てられ，組織内に伝達されるこ

とを確実にしなければならない。 

トップマネジメントは，次の事項に対して，責任及び権限を割り当てなければならない。 

a) AI マネジメントシステムが，この規格の要求事項に適合することを確実にする。 

b) AI マネジメントシステムのパフォーマンスをトップマネジメントに報告する。 

注記 役割及び責任を定義し割り当てるための管理策を，表 A.1 の A.3.2 に示している。また，この管

理策の実施の手引を，B.3.2 に示している。 

6 計画策定 

6.1 リスク及び機会への取組 

6.1.1 一般 

AI マネジメントシステムの計画を策定するとき，組織は，4.1 に規定する課題及び 4.2 に規定する要求

事項を考慮し，次の事項のために取り組む必要があるリスク及び機会を決定しなければならない。 

－ AI マネジメントシステムが，その意図した結果を達成できるという確信を与える。 

－ 望ましくない影響を防止又は低減する。 

－ 継続的改善を達成する。 

組織は，次の事項を支援する AI リスク基準を確立及び維持しなければならない。 

－ 受容可能なリスクと受容不可能なリスクとの区別 

－ AI リスクアセスメントの実行 

－ AI リスク対応の実施 

－ AI リスクのインパクトのアセスメント 

注記 1 組織が追求又は保持する意思があるリスクの量及び種類を決定するための考慮事項は，JIS Q 
38507 及び ISO/IEC 23894 に記載されている。 

組織は，次に従ってリスク及び機会を決定しなければならない。 

－ AI システムの領域及び適用の状況 

－ 意図する用途 

－ 4.1 に規定する外部及び内部の状況 

注記 2 AI マネジメントシステムの適用範囲では，複数の AI システムを考慮することが可能である。

この場合，機会及び用途の決定は，AI システムごとに，又は AI システムのまとまりごとに実

行する。 

組織は，次の事項を計画しなければならない。 
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a) 上記によって決定したリスク及び機会への取組 

b) 次の事項を行う方法 

1) その取組の AI マネジメントシステムプロセスへの統合及び実施 

2) その取組の有効性の評価 

組織は，AI リスク及び AI 機会を特定し，対処するためにとった処置に関して文書化した情報を保持し

なければならない。 

注記 3 AI 製品，システム，及びサービスを開発，提供又は利用する組織に対するリスクマネジメン

トの実施方法についての手引は，ISO/IEC 23894 に記載されている。 

注記 4 組織及びその活動の状況は，組織のリスクマネジメント活動にインパクトを与える可能性があ

る。 

注記 5 リスクの定義方法，つまりリスクマネジメントの構想方法は，分野及び業界によって異なる可

能性がある。3.7 のリスクの定義によって，附属書 D で言及されている分野など，あらゆる分

野に適応できるリスクの広範なビジョンを与える。いずれの場合も，リスクアセスメントの一

環として自らの状況に適応したリスクのビジョンを採用することが組織の役割である。これに

は，JIS Z 8051 の定義など，AI システムが開発され利用される分野で利用される定義を通じて

リスクにアプローチすることが含まれる場合がある。 

6.1.2 AI リスクアセスメント 

組織は，次の事項を行う AI リスクアセスメントプロセスを定義及び確立しなければならない。 

a) AI 方針（5.2 参照）及び AI の目的（6.2 参照）に基づいて情報を得ており，それらと整合している。 

注記 6.1.2d)1)の一環として結果を評価する場合，組織は 6.1.4 に示す AI システム インパクトアセ

スメントを活用することが可能である。 

b) 繰り返し実施した AI リスクアセスメントが一貫性及び妥当性があり，かつ，比較可能な結果を生み

出すように設計する。 

c) AI の目的達成を助ける，又は達成を妨げるリスクを特定する。 

d) 次によって AI リスクを分析する。 

1) 特定されたリスクが実際に顕在化した場合に，組織，個人及び社会に起こり得る結果についてアセ

スメントを行う。 

2) 該当する場合には，特定されたリスクの現実的な起こりやすさについてアセスメントを行う。 

3) リスクのレベルを決定する。 

e) 次によって AI リスクを評価する。 

1) リスク分析の結果をリスク基準と比較する（6.1.1 参照）。 

2) リスク対応のために，アセスメントを行ったリスクの優先順位付けを行う。 

組織は，AI リスクアセスメントプロセスについての文書化した情報を保持しなければならない。 

6.1.3 AI リスク対応 

リスクアセスメントの結果を考慮して，組織は，次の事項を行うための AI リスク対応プロセスを定義

しなければならない。 

a) 適切な AI リスク対応の選択肢を選定する。 
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b) 選定した AI リスク対応の選択肢の実施に必要な全ての管理策を決定し，その管理策を附属書 A の管

理策と比較して，必要な管理策が見落とされていないことを検証する。 

注記 1 附属書 Aは，組織の目的を満たし，AIシステムの設計及び利用に関連するリスクに対処す

るための参考となる管理策を示している。 

c) AI リスク対応の選択肢の実施に関連する附属書 A の管理策を考慮する。 

d) 全てのリスク対応の選択肢を実施するために，附属書 A の管理策以外に追加管理策が必要かどうか

を明確にする。 

e) b)及び c)で決定された管理策の実施には，附属書 B の手引を考慮する。 

注記 2 管理目的は，選択した管理策に暗に含まれている。組織は，適切な管理目的及び管理策の

一式を附属書 A から選択することが可能である。附属書 A の管理策は全てを網羅してい

ないため，追加の管理目的及び管理策が必要となる場合がある。附属書 Aの管理策以外に

異なる管理策又は追加の管理策が必要な場合，組織はそのような管理策を設計するか，又

は既存の情報源から得ることが可能である。AI リスクマネジメントは，該当する場合，

他のマネジメントシステムに統合することが可能である。 

f) 必要な管理策［b)，c)及び d)参照］を含めた適用宣言書を作成し，それらの管理策を含めた理由及び

除外した理由を示す。除外した理由には，リスクアセスメントによって管理策が必要ではないと判断

された場合，及び適用される外部要求事項によって管理策が要求されない（又は外部要求事項で例外

の対象となる）場合が含まれる。 

注記 3 組織は，附属書 Aに規定するものであっても，組織自体が確立したものであっても，一般

の，又は特定の AI システムに対する管理目的を除外した理由を文書で示すことがある。 

g) AI リスク対応計画を策定する。 

組織は，AI リスク対応計画及び残留している AI リスクの受容について，指定されている管理層の承認

を得なければならない。必要な管理策は次を満たさなければならない。 

－ 6.2 の目的と整合している。 

－ 文書化した情報として利用可能な状態である。 

－ 組織内に伝達する。 

－ 必要に応じて利害関係者が入手可能である。 

組織は，AI リスク対応プロセスに関する文書化した情報を保持しなければならない。 

6.1.4 AI システム インパクトアセスメント 

組織は，AI システムの開発，提供又は利用から生じる可能性のある，個人若しくは個人の集まり又は

その両方，及び社会に対する潜在的な結果をアセスメントするプロセスを定義しなければならない。 

AI システム インパクトアセスメントでは，AI システムの展開，意図した利用及び予見可能な誤用から

生じる，個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会に与える潜在的な結果を決定しなければなら

ない。 

AI システム インパクトアセスメントでは，AI システムを展開する特定の技術的及び社会的状況，並び

に該当する法域を考慮しなければならない。 

AI システム インパクトアセスメントの結果は，文書化しなければならない。必要に応じて，システム
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のインパクトアセスメントの結果を組織の定義に従って，関連する利害関係者が利用できるようにする場

合がある。 

組織は，リスクアセスメントにおいて AI システム インパクトアセスメントの結果を考慮しなければな

らない（6.1.2 参照）。表 A.1 の A.5 に，AI システムのインパクトをアセスメントするための管理策を示す。 

注記 状況によっては（安全性又はプライバシーが重要な AI システムなど），組織は，組織の全体的な

リスクマネジメント活動の一環として，その分野固有の AI システム インパクトアセスメント

（例えば，安全性，プライバシー又はセキュリティへのインパクト）を実行することを要求する

ことが可能である。 

6.2 AI の目的及びそれを達成するための計画策定 

組織は，関連する機能及び階層において，AI の目的を確立しなければならない。 

AI の目的は，次の事項を満たさなければならない。 

a) AI 方針と整合している（5.2 参照）。 

b) （実行可能な場合）測定可能である。 

c) 適用される要求事項を考慮に入れる。 

d) これを監視する。 

e) これを伝達する。 

f) 必要に応じて，更新する。 

g) 文書化した情報として利用可能な状態にする。 

組織は，AI の目的をどのように達成するかについて計画するとき，次の事項を決定しなければならな

い。 

－ 実施事項 

－ 必要な資源 

－ 責任者 

－ 達成期限 

－ 結果の評価方法 

注記 リスクマネジメントに関連した AI の目的の非排他的リストを附属書 C に示している。AI システ

ムの責任ある開発及び利用の目的を明らかにした管理目的及び管理策，及びそれらを達成するた

めの手段を表 A.1 の A.6.1 及び A.9.3 に示している。また，これら管理策の実施の手引を B.6.1 及

び B.9.3 に示している。 

6.3 変更の計画策定 

組織が AI マネジメントシステムの変更の必要性を決定したとき，その変更は，計画的な方法で行わな

ければならない。 

7 支援 

7.1 資源 
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組織は，AI マネジメントシステムの確立，実施，維持及び継続的改善に必要な資源を決定し，提供し

なければならない。 

注記 AI 資源の管理目的及び管理策を表 A.1 の A.4 に示している。また，これら管理策の実施の手引を

B.4 に示している。 

7.2 力量 

組織は，次の事項を行わなければならない。 

－ 組織の AI パフォーマンスに影響を与える業務をその管理下で行う人（又は人々）に必要な力量を決

定する。 

－ 適切な教育，訓練又は経験に基づいて，それらの人々が力量を備えていることを確実にする。 

－ 該当する場合には，必ず，必要な力量を身に付けるための処置をとり，とった処置の有効性を評価す

る。 

組織は，力量の証拠として，適切な文書化した情報を利用可能な状態にしなければならない。 

注記 1 必要な専門知識の考慮を含む，人的資源のための実施の手引を B.4.6 に示している。 

注記 2  適用可能な処置には，例えば，現在雇用している人々に対する，教育訓練の提供，指導の実

施，配置転換の実施などがあり，また，力量を備えた人々の雇用，そうした人々との契約締結

などもあり得る。 

7.3 認識 

組織の管理下で働く人々は，次の事項に関して認識をもたなければならない。 

－ AI 方針（5.2 参照） 

－ AI パフォーマンスの向上によって得られる便益を含む，AI マネジメントシステムの有効性に対する

自らの貢献 

－ AI マネジメントシステム要求事項に適合しないことの意味 

7.4 コミュニケーション 

組織は，次の事項を含む，AI マネジメントシステムに関連する内部及び外部のコミュニケーションを

決定しなければならない。 

－ コミュニケーションの内容 

－ コミュニケーションの実施時期 

－ コミュニケーションの対象者 

－ コミュニケーションの方法 

7.5 文書化した情報 

7.5.1 一般 

組織の AI マネジメントシステムは，次の事項を含まなければならない。 

a) この規格が要求する文書化した情報 

b) AI マネジメントシステムの有効性のために必要であると組織が決定した，文書化した情報 

注記 AI マネジメントシステムのための文書化した情報の程度は，次のような理由によって，それぞ
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れの組織で異なる場合がある。 

－ 組織の規模，並びに活動，プロセス，製品及びサービスの種類 

－ プロセス及びその相互作用の複雑さ 

－ 人々の力量 

7.5.2 文書化した情報の作成及び更新 

文書化した情報を作成及び更新する際，組織は，次の事項を確実にしなければならない。 

－ 適切な識別及び記述（例えば，タイトル，日付，作成者，参照番号） 

－ 適切な形式（例えば，言語，ソフトウェアの版，図表）及び媒体（例えば，紙，電子媒体） 

－ 適切性及び妥当性に関する，適切なレビュー及び承認 

7.5.3 文書化した情報の管理 

AI マネジメントシステム及びこの規格で要求されている文書化した情報は，次の事項を確実にするた

めに，管理しなければならない。 

a) 文書化した情報が，必要なときに，必要なところで，入手可能かつ使用に適した状態である。 

b) 文書化した情報が十分に保護されている（例えば，機密性の喪失，不適切な使用又は完全性の喪失か

らの保護）。 

文書化した情報の管理に当たって，組織は，該当する場合には，必ず，次の行動に取り組まなければな

らない。 

－ 配付，アクセス，検索及び使用 

－ 読みやすさが保たれることを含む，保管及び保存 

－ 変更の管理（例えば，版の管理） 

－ 保持及び廃棄 

AI マネジメントシステムの計画策定及び運用のために組織が必要と決定した外部からの文書化した情

報は，必要に応じて識別し，管理しなければならない。 

注記 アクセスとは，文書化した情報の閲覧だけの許可に関する決定，又は文書化した情報の閲覧及び

変更の許可及び権限に関する決定を意味することがある。 

8 運用 

8.1 運用の計画策定及び管理 

組織は，次に示す事項の実施によって，要求事項を満たすため，及び箇条 6 で決定した取組を実施する

ために必要なプロセスを計画し，実施し，かつ，管理しなければならない。 

－ プロセスに関する基準の設定 

－ その基準に従った，プロセスの管理策の実施 

組織は，決定した管理策（例えば，AI システムの開発及び利用のライフサイクルに関連する管理策）

を，AI マネジメントシステムの運用に関する 6.1.3 に従って実施しなければならない。 
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これらの管理策の有効性を監視し，意図した結果が達成されない場合には是正処置を検討しなければな

らない。附属書 A に参考となる管理目的及び管理策を挙げており，附属書 B に AI 管理策実施の手引を示

している。 

組織は，プロセスが計画どおりに実行されたという確信をもつために必要な程度に，文書化した情報を

利用可能な状態にしなければならない。 

組織は，計画した変更を管理し，意図しない変更によって生じた結果をレビューし，必要に応じて，有

害な影響を軽減する処置をとらなければならない。 

組織は，AI マネジメントシステムに関連する，外部から提供されるプロセス，製品又はサービスが管

理されていることを確実にしなければならない。 

8.2 AI リスクアセスメント 

組織は，あらかじめ定めた間隔で，又は重大な変更が提案されたか若しくは重大な変化が生じた場合に，

6.1.2 に従って AI リスクアセスメントを実行しなければならない。 
組織は，全ての AI リスクアセスメント結果の文書化した情報を保持しなければならない。 

8.3 AI リスク対応 

組織は，6.1.3 に従って AI リスク対応計画を実行に移し，その有効性を検証しなければならない。 

リスクアセスメントによって対応が必要な新たなリスクが特定された場合，これらのリスクに対して 
6.1.3 に従ってリスク対応プロセスを実行しなければならない。 

リスク対応計画で定義されたリスク対応の選択肢が効果的でない場合，これらリスク対応の選択肢を

6.1.3 に従ってリスク対応プロセスによってレビュー及び妥当性の再確認を行い，リスク対応計画を更新

しなければならない。 

組織は，全ての AI リスク対応結果の文書化した情報を保持しなければならない。 

8.4 AI システム インパクトアセスメント 

組織は，あらかじめ定めた間隔で，又は重大な変更の発生が提案された場合，6.1.4 に従って AI システ

ム インパクトアセスメントを実行しなければならない。 

組織は，全ての AI システム インパクトアセスメントの結果を文書化した情報を保持しなければならな

い。 

9 パフォーマンス評価 

9.1 監視，測定，分析及び評価 

組織は，次の事項を決定しなければならない。 

－ 監視及び測定が必要な対象 

－ 該当する場合には，必ず，妥当な結果を確実にするための，監視，測定，分析及び評価の方法 

－ 監視及び測定の実施時期 
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－ 監視及び測定の結果の，分析及び評価の時期 

組織は，この結果の証拠として，文書化した情報を利用可能な状態にしなければならない。 

組織は，AI マネジメントシステムのパフォーマンス及び有効性を評価しなければならない。 

9.2 内部監査 

9.2.1 一般 

組織は，AI マネジメントシステムが次の状況にあるか否かに関する情報を提供するために，あらかじ

め定めた間隔で内部監査を実施しなければならない。 

a) 次の事項に適合している。 

1) AI マネジメントシステムに関して，組織自体が規定した要求事項 

2) この規格の要求事項 

b) 有効に実施され，維持されている。 

9.2.2 内部監査プログラム 

組織は，監査プログラムを計画し，確立し，実施し，維持しなければならない。これには，その頻度，

方法，責任，計画策定の要求事項及び報告を含める。 

それらの内部監査プログラムを確立するとき，組織は，関連するプロセスの重要性及び前回までの監査

の結果を考慮しなければならない。 

組織は，次に示す事項を行わなければならない。 

a) 各監査について，監査目的，監査基準及び監査範囲を明確にする。 

b) 監査プロセスの客観性及び公平性を確保するために，監査員を選定し，監査を実施する。 

c) 監査の結果を関連する管理層に報告することを確実にする。 

組織は，監査プログラムの実施及び監査結果の証拠として，文書化した情報を利用可能な状態にしなけ

ればならない。 

9.3 マネジメントレビュー 

9.3.1 一般 

トップマネジメントは，組織の AI マネジメントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ有効であるこ

とを確実にするために，あらかじめ定めた間隔で，AI マネジメントシステムをレビューしなければなら

ない。 

9.3.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューには，次の事項を含めなければならない。 

a) 前回までのマネジメントレビューの結果とった処置の状況 

b) AI マネジメントシステムに関連する外部及び内部の課題の変化 

c) AI マネジメントシステムに関連する利害関係者のニーズ及び期待の変化 



18 
Q 42001：0000 (ISO/IEC 42001：2023) 
 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

d) 次に示す傾向を含めた，AI マネジメントシステムのパフォーマンスに関する情報 

1) 不適合及び是正処置 

2) 監視及び測定の結果 

3) 監査結果 

e) 継続的改善の機会 

9.3.3 マネジメントレビューの結果 

マネジメントレビューの結果には，継続的改善の機会，及び AI マネジメントシステムのあらゆる変更

の必要性に関する決定を含めなければならない。 

組織は，マネジメントレビューの結果の証拠として，文書化した情報を利用可能な状態にしなければな

らない。 

10 改善 

10.1 継続的改善 

組織は，AI マネジメントシステムの適切性，妥当性及び有効性を継続的に改善しなければならない。 

10.2 不適合及び是正処置 

不適合が発生した場合，組織は，次の事項を行わなければならない。 

a) その不適合に対処し，該当する場合には，必ず，次の事項を行う。 

1) その不適合を管理し，修正するための処置をとる。 

2) その不適合によって起こった結果に対処する。 

b) その不適合が再発又は他のところで発生しないようにするため，次の事項によって，その不適合の原

因を除去するための処置をとる必要性を評価する。 

1) その不適合をレビューする。 

2) その不適合の原因を明確にする。 

3) 類似の不適合の有無，又はそれが発生する可能性を明確にする。 

c) 必要な処置を実施する。 

d) とった全ての是正処置の有効性をレビューする。 

e) 必要な場合には，AI マネジメントシステムの変更を行う。 

是正処置は，検出された不適合のもつ影響に応じたものでなければならない。 

組織は，次に示す事項の証拠として，文書化した情報を利用可能な状態にしなければならない。 

－ 不適合の性質及びそれに対してとったあらゆる処置 

－ 是正処置の結果 
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附属書 A 
（規定） 

参考となる管理目的及び管理策 

A.1 一般 

表 A.1に規定する管理策は，組織の目的を満たし，AIシステムの設計及び運用に関連するリスクに対処

するための参考情報を組織に提供するものである。表 A.1 に挙げた全ての管理目的及び管理策を用いる必

要はなく，組織は独自の管理策を設計し，実施することが可能である（6.1.3 参照）。 

附属書 B には，表 A.1 に挙げた全ての管理策の実施の手引を示している。 

表 A.1－管理目的及び管理策 

A.2 AIに関連する方針 

目的：事業上の要求事項に従ってAIシステムに対するマネジメントの方向性及び土台を規定するため。 
 主題 管理策 
A.2.2 AI方針 組織は，AIシステムの開発又は利用に関する方針を文書化

しなければならない。 
A.2.3 他の組織方針との整合性 組織は，AIシステムに関する組織の目的によって，他の方

針のどこが影響を受ける可能性があるか，又は他の方針が
AIシステムに関する組織の目的のどこに適用される可能性
があるかを判断しなければならない。 

A.2.4 AI方針のレビュー 
 

AI方針は，適切性，妥当性及び有効性の継続を確実にする
ために，あらかじめ定めた間隔で，又は必要に応じて追加
的に，レビューしなければならない。 

A.3 内部組織 
目的：AIシステムの展開，運用及びマネジメントに対する責任ある取組を保持するように，組織内にアカウンタビリティ
を確立するため。 

 主題 管理策 
A.3.2 AIの役割及び責任 AIに関する組織の役割及び責任を組織のニーズに応じて定

義し，割り当てなければならない。 
A.3.3 懸念事項の報告 組織は，AIシステムのライフサイクルを通じて，AIシステ

ムに関する組織の役割についての懸念を報告するためのプ
ロセスを定め，実施しなければならない。 

A.4 AIシステムの資源 
目的：リスク及びインパクトを十分に理解して対処するために，AIシステムの資源（AIシステムの構成要素及び資産を
含む。）を組織が説明することを確実にするため。 

 主題 管理策 
A.4.2 資源の文書化 組織は，所定のAIシステムライフサイクルの各段階の活

動，及び組織に関連するその他のAI関連活動に必要な関連
資源を特定し，文書化しなければならない。 

A.4.3 データ資源 資源の特定の一環として，組織はAIシステムで活用する
データ資源に関する情報を文書化しなければならない。 

A.4.4 ツール資源 資源の特定の一環として，組織はAIシステムで活用するツ
ール資源に関する情報を文書化しなければならない。 
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A.4.5 システム及び計算の資源 資源の特定の一環として，組織はAIシステムで活用するシス
テム及び計算の資源に関する情報を文書化しなければなら
ない。 

A.4.6 人的資源 資源の特定の一環として，組織はAIシステムの検証及び統合だ
けでなく，開発，展開，運用，変更管理，保守，移転及び廃止
で活用する，人的資源及びその力量に関する情報を文書化しな
ければならない。 

A.5  AIシステムのインパクトアセスメント 

目的：AIシステムがそのライフサイクル全体にわたって影響を与える，個人若しくは個人の集まり又はその両方，及
び社会に対するAIシステムのインパクトをアセスメントするため。 

 主題 管理策 
A.5.2 AIシステム インパクトアセスメント

のプロセス 
組織は，AIシステムのライフサイクル全体にわたって，個人若
しくは個人の集まり又はその両方，及び社会に対し，AIシステ
ムに起因する可能性のある潜在的な重大性をアセスメントする
プロセスを確立しなければならない。 

A.5.3 AIシステム インパクトアセスメント
の文書化 

組織は，AIシステム インパクトアセスメントの結果を文書化
し，定めた期間，結果を保持しなければならない。 

A.5.4 個人又は個人の集まりに対するAIシス
テムのインパクトのアセスメント 

組織は，AIシステムのライフサイクル全体にわたって，個人又
は個人の集まりに対するAIシステムの潜在的なインパクトをア
セスメントし，文書化しなければならない。 

A.5.5 AIシステムの社会的インパクトのアセ
スメント 

組織は，組織のAIシステムのライフサイクル全体にわたって，
その潜在的な社会的インパクトをアセスメントし，文書化しな
ければならない。 

A.6 AIシステムのライフサイクル 

A.6.1 AIシステム開発のためのマネジメント手引 
目的：組織が，AIシステムの責任ある設計及び開発のための目的を特定し，文書化し，プロセスを実施することを確
実にするため。 

 主題 管理策 
A.6.1.2 AIシステムの責任ある開発の目的 

 
組織は，AIシステムの責任ある開発を導くための目的を特定
し，文書化し，さらに、それらの目的を考慮し，開発ライフサ
イクルにおいてそれらを達成するための手段を統合しなければ
ならない。 

A.6.1.3 AIシステムの責任ある設計及び開発の
プロセス 

組織は，AIシステムの責任ある設計及び開発のための具体的
なプロセスを定義し，文書化しなければならない。 

A.6.2 AIシステムのライフサイクル 
目的：AIシステムのライフサイクルの各段階における基準及び要求事項を定義するため。 

 主題 管理策 
A.6.2.2 AIシステムの要求事項及び仕様 組織は，新しいAIシステム又は既存システムの重要な機能拡張

に関する要求事項を規定し，文書化しなければならない。 

A.6.2.3 AIシステムの設計及び開発の文書化 組織は，組織の目的，文書化した要求事項及び仕様基準に基づ
いて，AIシステムの設計及び開発を文書化しなければならな
い。 

A.6.2.4 AIシステムの検証及び妥当性確認 組織は，AIシステムの検証及び妥当性確認の手段を定義し，文
書化し，それらの利用基準を規定しなければならない。 

A.6.2.5 AIシステムの展開 組織は，展開の計画を文書化し，展開前に適切な要求事項が満
たされていることを確実にしなければならない。 
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A.6.2.6 AIシステムの運用及び監視 組織は，AIシステム運用を継続するのに必要な要素を定義
し，文書化しなければならない。少なくとも，システム及び
パフォーマンスの監視，修理，更新及びサポートを含むこと
が望ましい。 

A.6.2.7 AIシステムの技術文書類 組織は，利用者，パートナー，監督当局などの利害関係者の
各関連カテゴリーに対し，どのようなAIシステムの技術文書
類が必要かを決定し，適切な形式で技術文書類を提供しなけ
ればならない。 

A.6.2.8 AIシステムのイベントログの記録 組織は，AIシステムのライフサイクルのどの段階で，イベン
トログの記録保存を有効にするかを決定しなければならない
が，少なくとも，AIシステムの利用中には有効とすることが望
ましい。 

A.7 AIシステムのデータ 
目的：AIシステムの適用及び開発，提供又は利用において，ライフサイクル全体にわたるAIシステムのデータの役割及
びインパクトを，組織が理解することを確実にするため。 

 主題 管理策 
A.7.2 AIシステムの開発及び強化のための

データ 
組織は，AIシステムの開発に関連するデータマネジメントプ
ロセスを定義し，文書化し，実施しなければならない。 

A.7.3 データの取得 組織は，AIシステムで利用するデータの取得及び選択に関す
る詳細を決定し，文書化しなければならない。 

A.7.4 AIシステムのためのデータ品質 組織は，データ品質に関する要求事項を定義し，文書化し，
AIシステムの開発及び運用に利用するデータがその要求事項
を満たすことを確実にしなければならない。 

A.7.5 データの来歴 組織は，AIシステムのライフサイクル全体にわたって，自ら
のAIシステムで利用するデータの来歴を記録するプロセスを
定義し，文書化しなければならない。 

A.7.6 データ準備 組織は，データ準備の選択基準及び利用するデータ作成方
法を定め，文書化しなければならない。 

A.8 利害関係者のための情報 
目的：関連する利害関係者が，リスク及びそのインパクト（プラス及びマイナスの両方）を理解し，アセスメントする
ために必要な情報の入手を確実にするため。 

 主題 管理策 
A.8.2 利用者向けシステム文書及び情報 組織は，AIシステムの利用者に必要な情報を決定し，提供し

なければならない。 
A.8.3 外部報告 組織は，利害関係者が AIシステムの有害なインパクトを報告

する機能を提供しなければならない。 
A.8.4 インシデントの伝達 組織は，AIシステムの利用者にインシデントを伝達するため

の計画を決定し，文書化しなければならない。 
A.8.5 利害関係者のための情報 組織は，AIシステムに関する情報を利害関係者に報告する

自らの義務を決定し，文書化しなければならない。 

A.9 AIシステムの利用 
目的：組織が組織の方針に従って責任をもってAIシステムを利用することを確実にするため。 

 主題 管理策 
A.9.2 AIシステムの責任ある利用のための

プロセス 
組織は，AIシステムの責任ある利用のためのプロセスを定義
し，文書化しなければならない。 

A.9.3 AIシステムの責任ある利用のための

目的 
組織は，AIシステムの責任ある利用へと導くための目的を特
定し，文書化しなければならない。 
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A.9.4 AIシステムの意図した用途 組織は，AIシステムがAIシステム及びその附属文書の意図し
た用途に従って利用されることを確実にしなければならな
い。 

A.10 サードパーティ及び顧客との関係 

目的：AIシステムのライフサイクルのいずれかの段階においてサードパーティが関与する場合には，組織が自らの責
任を理解し，アカウンタビリティを果たし，リスクを適切に配分することを確実にするため。 

 主題 管理策 
A.10.2 責任の割当て 組織は，AIシステムのライフサイクル内の責任を，組織，そ

のパートナー，供給者，顧客及びサードパーティの間で割り当
てることを確実にしなければならない。 

A.10.3 供給者 組織は，供給者が提供するサービス，製品又は資料の利用
が，AIシステムの責任ある開発及び利用に対する組織のア
プローチと整合していることを確実にするプロセスを確立
しなければならない。 

A.10.4 顧客 組織は，AIシステムの開発及び利用に対する自らの責任ある
アプローチにおいて，AIシステムの顧客の期待及びニーズを
考慮することを確実にしなければならない。 
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附属書 B 
（規定） 

AI 管理策実施の手引 

B.1 一般 

この附属書に規定する実施の手引は，表 A.1 に挙げた管理策に関するものである。この手引は，表 A.1
に挙げた管理策実施を支援し，管理策の目的を達成するための情報を示している。しかし，組織は，適用宣

言書（6.1.3 参照）に実施の手引を含めること 又は除外することを，文書化又は正当化しなくてもよい。 

この実施の手引は，全ての状況で常に適切，又は十分であるとは限らず，組織が定義する特定の管理策

の要求事項を常に満たすわけでもない。組織は，組織ごとの要求事項及びリスク対応のニーズに従って，

この実施の手引を拡張若しくは修正する，又は独自の管理策の実施を定義することが可能である。 

この附属書は，この規格で定義する AI マネジメントシステムにおける AI リスク対応のための管理策を

決定及び実施する手引として利用されることを意図している。この附属書に含まれるもの以外に，追加の

組織的及び技術的管理策を決定することが可能である（6.1.3 の AI リスク対応参照）。この附属書は，組

織が固有の管理策についての実施内容を開発するための出発点とみなすことが可能である。 

B.2 AI に関連する方針 

B.2.1 目的 

事業上の要求事項に従って AI システムに対するマネジメントの方向性及び土台を規定するため。 

B.2.2 AI 方針 

管理策 

組織は，AI システムの開発又は利用の方針を文書化することが望ましい。 

実施の手引 

AI 方針は，次を含めることが望ましい。 

— 事業戦略 

— 組織の価値観及び文化，並びに組織が追求又は保持する意思があるリスク の大きさ 

— AI システムがもたらすリスクのレベル 

— 契約を含む法的要求事項 

— 組織のリスク環境 

— 関連する利害関係者へのインパクト（6.1.4 参照） 

AI 方針には（5.2 の要求事項に加えて）次の事項を含めることが望ましい。 

－ AI に関連する組織の全ての活動の指針となる原則 

－ 方針に対する逸脱及び例外に対処するためのプロセス 

AI 方針は，必要に応じて主題に固有である側面を検討し，追加の手引を規定し，又はその側面を扱う
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他の方針との相互参照を可能とすることが望ましい。そのような主題の例として，次を含む。 

－ AI 資源及び資産 

－ AI システム インパクトアセスメント（6.1.4 参照） 

－ AI システムの開発 

関連する方針は，AI システムの開発，購入，運用及び利用の手引となることが望ましい。 

B.2.3 他の組織方針との整合性 

管理策 

組織は，AI システムに関する組織の目的によって，他の方針のどこが影響を受ける可能性があるか，

又は他の方針が AI システムに関する組織の目的のどこに適用される可能性があるかを判断することが望

ましい。 

実施の手引 

品質，セキュリティ，安全性及びプライバシーなど，多くの領域が AI に関係する。組織は，現在の方

針が必然的に関係し得るかどうか，また，必然的に関係し得るものはどの部分かを判断するために徹底的

な分析を検討し，更新が必要な場合はそれらの方針を更新するか，AI 方針に規定することが望ましい。 

その他の情報 

組織を代表して経営陣が策定する方針は，AI 方針に反映するのがよい。JIS Q 38507 では，組織の経営

陣のメンバーが，AI システムをそのライフサイクル全体にわたって有効なものとし，また，ガバナンス

するための，手引を提供している。 

B.2.4 AI 方針のレビュー 

管理策 

AI 方針は，適切性，妥当性及び有効性の継続を確実にするために，あらかじめ定めた間隔で又は必要

に応じて，追加的にレビューすることが望ましい。 

実施の手引 

マネジメントによって承認された役割の人は、AI 方針又はその方針の構成要素の開発，レビュー及び

評価に責任を負うことが望ましい。レビューには，組織環境，事業状況，法的条件又は技術的環境の変化

に応じて，組織の方針及び AI マネジメントシステムの取組を改善する機会のアセスメントを含めること

が望ましい。 

AI 方針のレビューは，マネジメントレビューの結果を考慮に入れることが望ましい。 

B.3 内部組織 

B.3.1 目的 

AI システムの展開，運用及びマネジメントに対する責任ある取組を保持するように，組織内にアカウ

ンタビリティを確立するため。 
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B.3.2 AI の役割及び責任 

管理策 

AI に関する役割及び責任を組織のニーズに応じて定義し，割り当てることが望ましい。 

実施の手引 

役割及び責任を明確にすることは，AI システムのライフサイクル全体を通じて，AI システムに関する

役割について組織全体のアカウンタビリティを確保するために重要である。組織は，役割及び責任を割り

当てるとき，関連する全ての領域を包含することを確実にするために，AI 方針，AI の目的及び特定した

リスクを考慮することが望ましい。組織は，役割及び責任を割り当てる方法に優先順位を付けることが可

能である。定義した役割及び責任を明確にすることが望ましい領域の例には，次がある。 

－ リスクマネジメント 

－ AI システム インパクトアセスメント 

－ 資産及び資源のマネジメント 

－ セキュリティ 

－ 安全性 

－ プライバシー 

－ 開発 

－ パフォーマンス 

－ 人間によるオーバーサイト 

－ 供給者との関係 

－ 法的要求事項を一貫して満たす組織能力の実証 

－ データの品質マネジメント（ライフサイクル全体にわたって） 

様々な役割の責任は，個人が自らの職務を遂行するのに適切なレベルに定義することが望ましい。 

B.3.3 懸念事項の報告 

管理策 

組織は，AI システムのライフサイクルを通じて，AI システムに関する組織の役割についての懸念を報

告するためのプロセスを定め，実施することが望ましい。 

実施の手引 

報告の仕組みは，次の機能を満たすことが望ましい。 

a) 機密性若しくは匿名性，又はその両方が選択可能 

b) 雇用者及び契約者が利用可能，また，その利用の推進 

c) 適任者の配置 

d) c)で言及した者に対し，適切な調査及び決定の権限の規定 

e) 適時に管理層へ報告し，エスカレーションする仕組みの提供 

f) 報告及び調査に関わる双方の関係者を，報復からの実効性のある保護の提供（例えば，匿名かつ内密
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に報告可能にすることによって行う。）。 

g) a)の機密性及び匿名性を維持しながら，一般的な事業上の機密性への考慮事項を尊重しつつ，4.4 及

び必要に応じて e)に従った報告の提供 

h) 適切な時間枠内で応答する仕組みの提供 

注記 組織は，このプロセスの一環として既存の報告の仕組みを活用することが可能である。 

その他の情報 

この箇条で示した実施の手引に加えて，組織は更に ISO 37002 を考慮することが望ましい。 

B.4 AI システムの資源 

B.4.1 目的 

リスク及びインパクトを十分に理解して対処するために， AI システムの資源（AI システムの構成要素

及び資産を含む。）を組織が説明することを確実にするため。 

B.4.2 資源の文書化 

管理策 

組織は，所定の AI システムライフサイクルの各段階の活動，及び組織に関連するその他の AI 関連活動に必要な関

連資源を特定し，文書化することが望ましい。 

実施の手引 

AI システムの資源の文書化は，リスクを理解するだけでなく，個人若しくは個人の集まり又はその両

方，及び社会に対する AI システムの潜在的なインパクト（プラス及びマイナスの両方）を理解するため

に重要である。（例えば，データフロー図又はシステムアーキテクチャ図が活用可能になる）このような

資源を文書化することによって，AIシステム インパクトアセスメントへの情報提供が可能となる（B.5参
照）。 

資源には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ AI システムの構成要素 

－ データ資源，すなわち，AI システムのライフサイクルの任意の段階で利用するデータ 

－ ツール資源（例えば，AI アルゴリズム，モデル又はツール） 

－ システム及び計算の資源（例えば，AI モデルを開発及び実行するためのハードウェア，データ資源

及びツール資源のストレージ） 

－ 人的資源，すなわち，AI システムのライフサイクル全体にわたる組織の役割に関連する，必要な専

門知識（例えば，AI システムの開発，販売，訓練，運用及び保守に関する）を備えた人々 

資源は，組織自体，その顧客又はサードパーティが提供する場合がある。 

その他の情報 

資源の文書化は，資源が利用可能かどうかを判断するのにも役立つ場合があり，資源が利用できない場

合，組織は AI システムの設計仕様又はその展開の要求事項を修正することが望ましい。 
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B.4.3 データ資源 

管理策 

資源の特定の一環として，組織は AI システムで活用するデータ資源に関する情報を文書化することが

望ましい。 

実施の手引 

データに関する文書には，次の主題を含めることが望ましいが，これらに限定されない。 

－ データの来歴 

－ データが最後に更新又は修正された日付（例えば，メタデータの日付タグ） 

－ 機械学習の場合，データのカテゴリー（例えば，訓練用データ，検証用データ，テスト用データ及び

本番データ） 

－ データのカテゴリー（例えば，ISO/IEC 19944-1 で定義されているもの） 

－ データにラベル付けするプロセス 

－ データの意図した用途 

－ データの品質（例えば，ISO/IEC 5259 シリーズ 1)に記載されるとおり） 

注 1) ISO/IEC 5259-1:2024，ISO/IEC FDIS 5259-2:2024，ISO/IEC 5259-3:2024，ISO/IEC 5259-
4:2024，ISO/IEC FDIS 5259-5:2024。 

－ 適用するデータの保持及び廃棄の方針 

－ データ内における既知の又は潜在的なバイアスの問題 

－ データの準備 

B.4.4 ツール資源 

管理策 

資源の特定の一環として，組織は AI システムで活用するツール資源に関する情報を文書化することが

望ましい。 

実施の手引 

AI システム用，特に機械学習用のツール資源には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ アルゴリズムの種類及び機械学習モデル 

－ データの調整ツール又はプロセス 

－ 最適化手法 

－ 評価手法 

－ 資源のためのプロビジョニングツール 

－ モデル開発を支援するツール 

－ AI システムの設計，開発及び展開のためのソフトウェア及びハードウェア 

その他の情報 

ISO/IEC 23053 は，機械学習のための様々なツール資源の種類，方法及びアプローチに関する詳細な手
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引を提供している。 

B.4.5 システム及び計算の資源 

管理策 

資源の特定の一環として，組織は AI システムで活用するシステム及び計算の資源に関する情報を文書

化することが望ましい。 

実施の手引 

AI システムのシステム及び計算の資源に関する情報には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ AI システムの資源の要求事項（すなわち，システムが，資源が抑制された装置上でも動作すること

を確実にする。） 

－ システム及び計算の資源が配置される場所（例えば，オンプレミス，クラウドコンピューティング又

はエッジコンピューティング） 

－ 処理資源（ネットワーク及びストレージを含む。） 

－ AI システムのワークロード実行に利用するハードウェアのインパクト（例えば，ハードウェアの利

用若しくは製造を通じた環境へのインパクト，又はハードウェアの利用のコスト） 

組織は，AI システムの継続的改善を可能にするために様々な資源が必要な可能性を考慮することが望

ましい。システムの開発，展開及び運用には，それぞれ異なるシステムのニーズ及び要求事項が存在する

可能性がある。 

注記 JIS X 22989 は，様々なシステム資源の考慮事項を記載している。 

B.4.6 人的資源 

管理策 

資源の特定の一環として，組織は AI システムの検証及び統合だけでなく，開発，展開，運用，変更管

理，保守，移転及び廃止で活用する，人的資源及びその力量に関する情報を文書化することが望ましい。 

実施の手引 

組織は，多様な専門知識の必要性を考慮し，システムに必要な種類の役割を含めることが望ましい。例

えば，組織は，システム設計の必要な構成要素である場合に，機械学習モデルの訓練に利用するデータセ

ットに関連する特定の人口統計学的集団を含めることが可能である。必要な人的資源には，次が含まれる

が，これらに限定されない。 

－ データサイエンティスト 

－ AI システムの人間によるオーバーサイトに関連する役割 

－ 安全性，セキュリティ，プライバシーなど，トラストワージネスの主題に関する専門家 

－ AI の研究者及び専門家，並びに AI システムに関連する領域専門家 

AI システムのライフサイクルの異なる段階で，別の資源が必要になる場合がある。 

B.5 AI システムのインパクトアセスメント 
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B.5.1 目的 

AI システムがそのライフサイクル全体にわたって影響を与える，個人若しくは個人の集まり又はその

両方，及び社会に対する AI システムのインパクトをアセスメントするため。 

B.5.2 AI システム インパクトアセスメントのプロセス 

管理策 

組織は，AI システムのライフサイクル全体にわたって，個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び

社会に対し，AI システムに起因する可能性のある潜在的な重大性をアセスメントするプロセスを確立す

ることが望ましい。 

実施の手引 

AI システムは個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会に重大なインパクトを与える可能性

があるため，そのようなシステムを提供及び利用する組織は，システムの意図した目的（purpose）及び

用途に基づいて，これら集団に対するシステムの潜在的なインパクトをアセスメントすることが望ましい。 

組織は，AI システムが次の影響を与えるかどうかを考慮することが望ましい。 

－ 個人の法的地位又は生活における機会 

－ 個人の身体的又は心理的ウェルビーイング 

－ 普遍的人権 

－ 社会 

組織の手順には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

a) AI システム インパクトアセスメントを実行することが望ましい状況には，次が含まれるが，これら

に限定されない。 

1) AI システムをそれに利用する，意図した目的（purpose）及び状況の重要性，又はそれらに対する

重大な変更 

2) AI 技術の複雑さ及び AI システムの自動化のレベル，又はそれらに対する重大な変更 

3) AI システムが処理するデータの種類及び情報源の機微性，又は機微性に対する重大な変更 

b) AI システム インパクトアセスメントのプロセスの一部である要素には，次を含む。 

1) 明確化（例えば，情報源，イベント及び結果） 

2) 分析（例えば，結果及び起こりやすさ） 

3) 評価（例えば，受容の判断及び優先順位付け） 

4) 対応（例えば，軽減策） 

5) 文書化，報告及びコミュニケーション（7.4，7.5 及び B.3.3 参照） 

c) AI システム インパクトアセスメントを実行する人物 

d) AI システム インパクトアセスメントの活用可能な方法［例えば，システムの設計又は利用にどのよ

うに情報が提供可能か（B.6 及び B.9 参照），レビュー及び承認のきっかけとなるかどうか。］ 

e) システムの意図した目的（purpose），用途及び特性に基づいてインパクトを受ける可能性がある個人

及び社会（例えば，個人，個人の集まり又は社会に対するアセスメント） 
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インパクトアセスメントでは，AI システムの開発に利用するデータ，利用する AI 技術及びシステム全

体の機能を含めた AI システムの様々な側面を考慮することが望ましい。 

プロセスは，組織の役割及び AI の適用領域に基づいて，また，インパクトをアセスメントする特定の

分野（例えば，セキュリティ，プライバシー，安全）に応じて，異なる可能性がある。 

その他の情報 

一部の分野又は組織では，特に情報セキュリティ，安全性及び環境マネジメントのような分野において，

個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会へのインパクトを詳細に考慮することは，リスクマネ

ジメントの一部である。組織は，そのようなリスクマネジメントプロセスの一環として実行する分野固有

のインパクトアセスメントが，特定の側面（例えば，プライバシー）に対する AI の考慮事項を十分に統

合しているかどうかを判断することが望ましい。 

注記 ISO/IEC 23894 は，組織が，全体的なリスクマネジメントプロセスの一環として，組織自体，個

人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会に対するインパクト分析をどのように実行可能

かを記載している。 

B.5.3 AI システム インパクトアセスメントの文書化 

管理策 

組織は，AI システム インパクトアセスメントの結果を文書化し，定めた期間，結果を保持することが

望ましい。 

実施の手引 

文書化は，利用者及びその他の利害関係者に伝達することが望ましい情報を定める際に役立つ可能性が

ある。 

AI システム インパクトアセスメントは，B.5.2 で文書化した AI システム インパクトアセスメントの要

素に合わせ，必要に応じて保持及び更新することが望ましい。保持期間は，組織の保持スケジュールに従

うこと，又は法的要求事項若しくは他の要求事項によって通知されることがある。 

組織が文書化を検討することが望ましい項目には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ AI システムの意図した用途及び AI システムの合理的に予見可能な誤用 

－ 関連する個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会に対する AI システムのプラス及びマイ

ナスのインパクト 

－ 予測可能な障害，その潜在的なインパクト，及びそれらを軽減するためにとる対策 

－ システムが適用できる，関連する人口統計学的集団 

－ システムの複雑さ 

－ マイナスのインパクトを回避するために利用可能な，人間によるオーバーサイトの能力，プロセス及

びツールを含む，システムとの関係における人間の役割 

－ 雇用，及びスタッフのスキル向上 

B.5.4 個人又は個人の集まりに対する AI システムのインパクトアセスメント 

管理策 
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組織は AI システムのライフサイクル全体にわたって，個人又は個人の集まりに対する AI システムの潜

在的なインパクトをアセスメントし及び文書化することが望ましい。 

実施の手引 

個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会へのインパクトをアセスメントする場合，組織はガ

バナンスの原則，AI 方針及び目的を考慮することが望ましい。AI システムを利用する個人，又は AI シス

テムによって自らの PII が処理される個人は，AI システムのトラストワージネスに関連した期待をもつこ

とがある。子供，障がい者，高齢者，労働者などの集まりに特化した保護のニーズを考慮することが望ま

しい。組織はこれらの期待を評価し，AI システムのインパクトアセスメントの一環として対処する手段

を考慮することが望ましい。 

AI システムの目的（purpose）及び用途の範囲に応じてアセスメントの一環として考慮するインパクト

の領域には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ 公平性 

－ アカウンタビリティ 

－ 透明性及び説明可能性 

－ セキュリティ及びプライバシー 

－ 安全及び健康 

－ 経済的なインパクト 

－ アクセシビリティ 

－ 人権 

その他の情報 

必要に応じて組織は，専門家（例えば，研究者，特定分野の専門家及び利用者）に相談して，個人若し

くは個人の集まり又はその両方，及び社会に対する AI システムの潜在的なインパクトを十分理解するこ

とが望ましい。 

B.5.5 AI システムの社会的インパクトのアセスメント 

管理策 

組織は，組織の AI システムのライフサイクル全体にわたって，その潜在的な社会的インパクトをアセ

スメントし，文書化することが望ましい。 

実施の手引 

社会的インパクトは，組織の状況及び AI システムの種類に応じて大きく異なる可能性がある。AI シス

テムの社会的インパクトは，有益及び有害の両方の可能性がある。これら潜在的な社会的インパクトの例

には，次が含まれることがある。 

－ 環境の持続可能性（天然資源及び温室効果ガス排出へのインパクトを含む。） 

－ 経済（金融サービス，雇用機会，税金，貿易及び商業へのアクセスを含む。） 

－ 政府（立法プロセス，政治的に利益を得るための誤情報，国家安全保障及び刑事司法制度を含む。） 

－ 健康及び安全（ヘルスケア，医学的診断及び治療へのアクセス，並びに潜在的な身体的及び精神的危
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害を含む。） 

－ 規範，伝統，文化及び価値（個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会に対するバイアス又

は危害につながる誤情報を含む。） 

その他の情報 

AI システムの開発及び利用は，環境の持続可能性に関する事項にインパクト（例えば，電力使用量の

増加による温室効果ガスの排出，水，土地，動植物へのインパクト）を与え得るほどに大量の計算の資源

を消費する可能性がある。同様に，AI システムは，他のシステムの環境の持続可能性を改善するために

利用可能である（例えば，建物及び交通機関に関連する温室効果ガス排出量の削減）。組織は，全体的な

環境持続可能性の到達点及び戦略の状況において，AI システムのインパクトを考慮することが望ましい。 

組織は，AI システムが社会的危害を生み出すためにどのように悪用され得るか，また，過去に生じた

危害に対処するためにどのように利用され得るかを検討することが望ましい。例として，AI システムは

融資，補助金，保険，投資などの金融サービスへのアクセスを妨げることが可能であるか，同様に，AI
システムはこれらの手段へのアクセスを改善することが可能であるかといったことが挙げられる。 

AI システムは，選挙結果にインパクトを与え，また，政治的及び社会的不安を引き起こす誤情報（例

えば，デジタルメディアのディープフェイク）を作成するために利用されてきた。政府が刑事司法目的

（purpose）で AI システムを利用することで，社会，個人又はその集まりに偏見が生じるリスクが露呈し

ている。組織は，当事者がどのように AI システムを悪用する可能性があるか，AI システムがどのように

望ましくない歴史的・社会的偏見を助長する可能性があるかを分析することが望ましい。 

AI システムを，病気の診断及び治療，並びに健康手当の受給資格の判定に利用することが可能である。

AI システムは，誤動作が人間の死亡又は負傷につながる可能性があるシナリオ（例えば，自動運転車，

人間と機械とのチーム化）にも展開される。組織は，安全及び健康に関連するシナリオなどで AI システ

ムを利用する場合，プラス及びマイナスの両方の結果を考慮することが望ましい。 

注記 ISO/IEC TR 24368 は，AI システム及びその適用に関連する倫理的及び社会的懸念事項の高レベ

ルの概要を提供している。 

B.6 AI システムのライフサイクル 

B.6.1 AI システム開発のためのマネジメント手引 

B.6.1.1 目的 

組織が，AI システムの責任ある設計及び開発のための目的を特定し，文書化し，プロセスを実施する

ことを確実にするため。 

B.6.1.2 AI システムの責任ある開発の目的 

管理策 

組織は，AI システムの責任ある開発を導くための目的を特定し，文書化し，それらの目的を考慮し，

開発ライフサイクルにおいてそれらを達成するための手段を統合することが望ましい。 

実施の手引 

組織は，AI システムの設計及び開発プロセスに影響を与える目的（6.2 参照）を特定することが望まし
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い。これらの目的を設計及び開発のプロセスにおいて考慮することが望ましい。例えば，組織が“公平性”

を一つの目的として定義する場合，これを要求事項の仕様，データの取得，データの調整，モデルの訓練，

検証及び妥当性確認に組み込むことが望ましい。組織はこのような目的を達成するため，対策手段を様々

な段階（例えば，不公平，又は望ましくないバイアスに対処するために特定のテストツール又は方法を利

用するための要求事項）に統合することを確実にするために，必要に応じて要求事項及び指針を提供する

ことが望ましい。 

その他の情報 

AI 技術は，脅威の予測検知及びセキュリティ攻撃の防止などのセキュリティ対策を強化するために利

用される。これは，AI 技術の応用であり，AI システム及び従来の非 AI ベースのソフトウェアシステムの

両方を保護するセキュリティ対策を強化するために利用することが可能である。附属書 C に，リスクを

マネジメントするための組織の目的の例を示しており，AI システム開発の目的を決定する際に役立てる

ことが可能である。 

B.6.1.3 AI システムの責任ある設計及び開発のプロセス 

管理策 

組織は，AI システムの責任ある設計及び開発のための具体的なプロセスを定義し，文書化することが

望ましい。 

実施の手引 

AI システムの責任ある開発のプロセスには，次を含めることが望ましいが，これらに限定されない。 

－ ライフサイクルの段階（一般的な AI システムのライフサイクルモデルが JIS X 22989 に記載されてい

るが，組織は独自のライフサイクルの段階を規定可能である。） 

－ テストの要求事項，及び計画したテスト手段 

－ 特に AI システムが自然人にインパクトを与える可能性がある場合，プロセス及びツールを含む，人

間によるオーバーサイトの要求事項 

－ AI システム インパクトアセスメントを実施することが望ましい段階 

－  訓練データへの期待及び規則（例えば，利用可能なデータ，承認されたデータ供給者及びラベリン

グ） 

－ AI システムの開発者に必要な専門知識（対象領域又は他の領域）若しくは訓練，又はその両方 

－ リリース基準 

－ 様々な段階で必要とされる承認及び署名 

－ 変更管理 

－ ユーザビリティ及び制御可能性 

－ 利害関係者の関与 

具体的な設計及び開発のプロセスは，AI システムでの利用を意図した機能性及び AI 技術に依存する。 

B.6.2 AI システムのライフサイクル 

B.6.2.1 目的 
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AI システムのライフサイクルの各段階における基準及び要求事項を定義するため。 

B.6.2.2 AI システムの要求事項及び仕様 

管理策 

組織は，新しい AI システム又は既存システムの重要な機能拡張に関する要求事項を規定し，及び文書

化することが望ましい。 

実施の手引 

組織は，AI システム開発の根拠及びその到達点を文書化することが望ましい。考慮する，文書化する，

及び理解することが望ましい要因の一部には，次を含むことがある。 

a) AI システムを開発する理由，例えば，事業計画，顧客の要望又は政府の方針によるものか。 

b) モデルをどのように訓練できるか，及びデータ要求事項をどのように達成することが可能であるか。 

AI システムの要求事項は，AI システムのライフサイクル全体にわたって規定することが望ましい。こ

のような要求事項は，開発した AI システムが意図したとおりに動作しない場合，又は要求事項を変更及

び改善するために利用可能な新たな情報が生じた場合に再検討することが望ましい。例えば，財政的な観

点から AI システムの開発が不可能になることがある。 

その他の情報 

AI システムのライフサイクルを記述するためのプロセスは，ISO/IEC 5338 が提供している。インタラ

クティブシステムの人間中心的な設計の詳細については，JIS Z 8530 を参照。 

B.6.2.3 AI システムの設計及び開発の文書化 

管理策 

組織は，組織の目的，文書化した要求事項及び仕様基準に基づいて AI システムの設計及び開発を文書

化することが望ましい。 

実施の手引 

AI システムに必要な設計上の選択肢は数多くあり，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ 機械学習アプローチ（例えば，教師あり又は教師なし） 

－ 学習アルゴリズム及びそれを活用する機械学習モデルの種類 

－ モデルの訓練方法及びデータの品質（B.7 参照） 

－ モデルの評価及び改良 

－ ハードウェア及びソフトウェアの構成要素 

－ AI システムのライフサイクル全体にわたって考慮すべきセキュリティ上の脅威。AI システム特有の

セキュリティ上の脅威は，データポイズニング，モデル窃取又はモデル反転攻撃などがある 

－ インタフェース，及び出力の提示 

－ 人間がシステムとの相互作用を可能とする方法 

－ 相互運用性及び移植性の考慮事項 
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設計と開発との間を何度も反復する可能性があるが，各段階における文書が維持され，又，最終的なシ

ステムアーキテクチャの文書が利用可能であることが望ましい。 

その他の情報 

インタラクティブシステムの人間中心的な設計の詳細については，JIS Z 8530 を参照。 

B.6.2.4 AI システムの検証及び妥当性確認 

管理策 

組織は，AI システムの検証及び妥当性確認の手段を定義し，文書化し，それらの利用基準を規定する

ことが望ましい。 

実施の手引 

検証及び妥当性確認の手段には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ テストの方法論及びツール 

－ テストデータの選択及び意図した利用領域の表現 

－ リリース基準の要求事項 

組織は，次の評価基準を定義し，文書化することが望ましいが，これらに限定されない。 

－ 個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会へのインパクトに関連するリスクについて，AI
システムの構成要素及び AI システム全体を評価するための計画 

－ 評価計画は，例えば，次に基づくことが可能である。 

・ AI システムの信頼性及び安全性の要求事項（AI システムのパフォーマンスの受容可能なエラー率

を含む。） 

・ B.6.1.2 及び B.9.3 に示すような，責任ある AI システムの開発及び利用の目的 

・ データの品質，意図した用途などの運用上の要因。これには各運用要因の受容範囲を含む。 

・ 運用上の要因に対する異なる受容範囲又はエラー率の低下などの，より厳密な運用要因を定義する

必要がある，意図した用途 

－ AI システムの出力に基づいて意思決定を行う，又は意思決定の対象となる利害関係者が，AI システ

ムの出力を適切に解釈できるかどうかを評価するために用いる方法，手引又は測定基準。評価の頻度

を決定することが望ましく，これは AI システム インパクトアセスメントの結果に基づく場合がある。 

－ 特に AI システムを個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会へのインパクトについて評価

する場合に，目標（target）の最低パフォーマンスレベルを満たせないことを説明可能である受容可

能な要因（例えば，コンピュータによる画像認識システムの映像解像度の低下又は音声認識システム

に影響を与える背景雑音）。これらの要因の結果である AI システムのパフォーマンス低下に対処する

仕組みも，文書化することが望ましい。 

AI システムは，文書化した評価基準に照らして評価することが望ましい。 

AI システムが文書化した評価基準を満たせない場合，特に責任ある AI システムの開発及び利用の目的

（B.6.1.2 及び B.9.3 参照）に照らして満たせない場合，組織は AI システムの意図した用途，そのパフォ

ーマンス要求事項に対する不備，及び組織が個人若しくは個人の集まり又はその両方，及び社会へのイン

パクトにどのように効果的に対処することが可能かを再検討するか，又は管理することが望ましい。 



36 
Q 42001：0000 (ISO/IEC 42001：2023) 
 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

注記 ニューラルネットワークの堅ろう（牢）性に取り組む方法の詳細については，ISO/IEC TR 
24029-1 を参照。 

B.6.2.5 AI システムの展開 

管理策 

組織は，展開の計画を文書化し，展開前に適切な要求事項が満たされていることを確実にすることが望

ましい。 

実施の手引 

AI システムは様々な環境で開発され，他の環境に展開される（オンプレミスで開発し，クラウドコン

ピューティングを利用して展開するなど）ことが可能で，組織は展開計画においてこれらの違いを考慮す

ることが望ましい。組織は，構成要素を個別に導入するかどうかも考慮することが望ましい（例えば，ソ

フトウェア及びモデルの導入は，独立して展開可能である。）。さらに，組織は，リリース及び展開前に満

たすべき一連の要求事項（“リリース基準”と呼ばれることもある。）を備えることが望ましい。これには，

合格すべき検証及び妥当性確認基準，満たすべきパフォーマンス指標，完了すべきユーザーテスト，並び

に取得すべきマネジメントの承認及び署名などが含まれる。展開の計画では，関連する利害関係者の視点

及びインパクトを考慮することが望ましい。 

B.6.2.6 AI システムの運用及び監視 

管理策 

組織は，AI システム運用を継続するのに必要な要素を定義し，文書化することが望ましい。少なくと

も，システム及びパフォーマンスの監視，修理，更新及びサポートを含めることが望ましい。 

実施の手引 

運用及び監視のために必要な最小限の各活動において，様々な考慮事項を検討することが可能である。

例えば，次の事項がある。 

－ システム及びパフォーマンスの監視には，一般的なエラー及び障害だけでなく，システムが本番デー

タで期待どおりに動作しているかどうかの監視も含む場合がある。技術的なパフォーマンス基準には，

問題の解決若しくはタスクの達成における成功率，又は信頼率を含む場合がある。その他の基準は，

例えば，顧客の要求事項又は適用される法的要求事項の順守を確実にするための継続的な監視など，

利害関係者のコミットメント又は期待及びニーズを満たすことに関係する場合がある。 

－ 導入した一部の AI システムには， ML モデルを更に訓練するために本番データ及び出力データを利

用し，ML の出力結果が示す性能を進化させるものがある。こうした継続的学習を採用する場合，組

織は AI システムのパフォーマンスを監視して，設計目標（goal）を継続的に満たし，本番データで

意図したとおり動作することを確実にすることが望ましい。 

－ AI システムの中には，継続的学習を利用していなくても，本番データのコンセプト又はデータドリ

フトが原因で性能が変化するものがある。このような場合，監視によって再訓練の必要性を明らかに

し，AI システムが引き続き設計目標（goal）を満たし，本番データ上で意図したとおりに動作するこ

とを確実にすることが可能である。詳細情報は ISO/IEC 23053 に示されている。 

－ 修理には，システム内のエラー及び障害への対応を含む場合がある。組織は，これらの問題への対応

及び修理のためのプロセスを，適切に整備することが望ましい。さらに，システムの進化，重大な問
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題の明確化，又は外部で特定された問題（例えば，顧客の期待又は法的要求事項の不順守）の結果と

して，更新が必要になる場合がある。影響を受ける構成要素，更新スケジュール，更新内容に関する

利用者への情報など，システムを更新するためのプロセスを適切に整備することが望ましい。 

－ システム更新には，システム運用の変更，新規の若しくは修正を受けた意図した用途，又はシステム

機能のその他の変更も含まれる場合がある。組織は，利用者への伝達を含め，運用上の変更に対処す

る適切な手順を整備することが望ましい。 

－ システムサポートは，組織のニーズ及びシステムの入手方法に応じて，内部，外部又はその両方で行

うことが可能である。サポートプロセスでは，利用者が適切な支援窓口に連絡をとる方法，問題及び

インシデントの報告方法，並びにサポートのサービスレベル合意及び測定基準を考慮することが望ま

しい。 

－ AI システムが，設計した目的（purpose）以外で，又は予期していない方法で利用されている場合，

そのような利用の適切性を考慮することが望ましい。 

－ 組織によって適用し，開発した AI システムに関連する AI 特有の情報セキュリティの脅威を特定する

ことが望ましい。AI 特有の情報セキュリティの脅威には，データポイズニング，モデル窃取及びモ

デル反転攻撃が含まれるが，これらに限定されない。 

その他の情報 

組織は，パフォーマンス基準を設計し，決定するときに，利害関係者に影響を与える可能性がある運用

上のパフォーマンスを考慮することが望ましい。 

運用中の AI システムのパフォーマンス基準は，分類，回帰，ランキング，クラスタリング，次元圧縮

など，検討中の作業によって決定することが望ましい。 

パフォーマンス基準には，エラー率，処理時間などの統計的側面を含める場合がある。各基準について，

組織は関連する全ての測定基準，及び測定基準間の相互依存性を特定することが望ましい。各測定基準に

ついて，組織は例えば，領域専門家の推奨事項，及び既存の AI によらない手法に対する利害関係者の期

待の分析に基づいて，受容可能な値を検討することが望ましい。 

例えば，組織は ISO/IEC TS 4213 に記載されているように，偽陽性及び偽陰性のインパクトの評価に基

づいて，F1 スコアが適切なパフォーマンス測定基準であると決定することが可能である。次に，組織は

AI システムが満たすことが期待される F1 値を確立することが可能である。これらの問題が既存の対策で

対処できるかどうか評価することが望ましい。対処できない場合は，既に利用中である手段の変更を検討

するか，又はこれらの問題を検出して処理するための追加的な手段を定義することが望ましい。 

組織は，パフォーマンス基準を確立するときに，AI を用いないシステム又はプロセスの運用時のパフ

ォーマンスを考慮するとともに，それらを潜在的に関連する背景情報として利用することが望ましい。。 

組織は，さらに，該当する場合には評価データの選択及びマネジメントを含めて AI システムを評価に

利用するために用いる手段及びプロセスが，定義した基準に対する自らのパフォーマンスの評価の完全性

及び信頼性を向上させることを確実にすることが望ましい。 

パフォーマンスアセスメントについての方法論の開発は，性能基準，測定基準及び値に基づくことが可

能である。これらは，アセスメントで利用するデータの量及びプロセスの種類，並びにアセスメントを実

行する要員の役割及び専門知識を提供することが望ましい。 

パフォーマンスアセスメントの方法論は，アセスメント結果が有用かつ適切であることを確実にするた
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めに，運用及び用途の属性及び特性を可能な限り忠実に反映することが望ましい。パフォーマンスアセス

メントの一部の側面では，パフォーマンスへのインパクトを評価するために，誤ったデータ，偽のデータ，

又はプロセスを管理された方法で導入することが必要となる場合がある。 

ISO/IEC 25059 の品質モデルを利用して，パフォーマンス基準を定義可能である。 

B.6.2.7 AI システムの技術文書類 

管理策 

組織は，利用者，パートナー，監督当局などの利害関係者の各関連カテゴリーに対し，どのような AI
システムの技術文書類が必要であるかを決定し，適切な形式で技術文書類を提供することが望ましい。 

実施の手引 

AI システムの技術文書類には次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ AI システムについての，その意図した目的（purpose）を含む一般的記載 

－ 使用説明書 

－ 展開及び運用に関する技術的な仮定（ランタイム環境，関連するソフトウェア及びハードウェアの能

力，データに基づく仮定など） 

－ 技術的制限［例えば，受容可能なエラー率，精度，信頼性，堅ろう（牢）性］ 

－ 監視能力，及び利用者又はオペレーターがシステム運用に影響を及ぼすことを可能にする機能 

全ての AI システムのライフサイクル段階（JIS X 22989 で定義）に関連する文書要素には，次が含まれ

るが，これらに限定されない。 

－ 設計及びシステムアーキテクチャの仕様 

－ システム開発プロセス中に行った設計上の選択及び品質対策 

－ システム開発中に利用したデータに関する情報 

－ 採用した仮定及びデータ品質の測定（例えば，仮定した統計分布） 

－ AI システムの開発又は運用中に行ったマネジメント活動（例えば，リスクマネジメント） 

－ 検証及び妥当性確認の記録 

－ AI システムの運用中に行った変更 

－ B.5 に規定するインパクトアセスメントの文書 

組織は，責任ある AI システムの運用に関連する技術情報を文書化することが望ましい。これには，次

が含まれるが，これらに限定されない。 

－ 障害をマネジメントするための計画を文書化する。これには，例えば，AI システムのロールバック

計画，AI システムの機能の無効化，顧客，利用者などに AI システムの変更，システム障害及びその

軽減方法に関する最新情報を知らせるための更新プロセス又は計画を記載する必要性を含める。 

－ AI システムの健全性を監視する（すなわち，AI システムが意図どおりに正常な運用マージン内で動

作することであり，観測可能性とも呼ばれる。）ためのプロセス，及び AI システムの障害に対処する

ためのプロセスを文書化する。 

－ どのイベントを監視することが望ましいか，及びイベントログに優先順位を付けてレビューする方法

を含む，AI システムの標準的な運用手順を文書化する。これには，障害の調査方法，及び障害の防
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止も含む場合がある。 

－ 特に AI システムの障害の影響への対処又は AI システムの更新の管理に関連して，AI システムの運

用の責任者及びシステム利用のアカウンタビリティを負う責任者の役割を文書化する。 

－ システム運用の変更，新規の若しくは修正された意図した用途，又はシステム機能のその他の変更な

ど，システム更新を文書化する。 

組織は，利用者への伝達及び変更の種類に関する内部評価を含む，運用上の変更に対処するための手順

を適切に整備することが望ましい。 

文書類は最新かつ正確なものであることが望ましい。文書類は組織内の関連する管理者が承認すること

が望ましい。 

利用者向け文書類の一部として提供する場合は，表 A.1 に示す管理策を考慮することが望ましい。 

B.6.2.8 AI システムのイベントログの記録 

管理策 

組織は，AI システムのライフサイクルのどの段階で，イベントログの記録保存を有効にするかを決定

することが望ましいが，少なくとも AI システムの利用中には有効にすることが望ましい。 

実施の手引 

組織は，運用中に発生する特定のイベントに関連したイベントログを自動的に収集し，記録するために，

展開する AI システムのログ記録を確実にすることが望ましい。このようなログ記録には，次が含まれる

が，これらに限定されない。 

－ AI システムが意図どおりに動作することを確実にするための AI システムの機能のトレーサビリティ 

－ AI システムの動作を監視することを通じて，本番データで望ましくないパフォーマンス又は関連す

る利害関係者にインパクトをもたらす可能性がある，AI システムの意図した動作条件を逸脱した AI
システムのパフォーマンスの検出 

AI システムのイベントログは，AI システムを利用する各日時，AI システムが処理する本番データ，AI
システムの意図した動作範囲から外れた出力などの情報を含む場合がある。 

イベントログは，AI システムの意図した用途に必要な期間にわたって，かつ，組織のデータ保持方針

の範囲内で保持することが望ましい。データ保持に関連する法的要求事項が適用される場合がある。 

その他の情報 

生体認証システムなどの一部の AI システムには，法域に応じて追加のログ記録の要求事項を受ける場

合がある。組織はこれらの要求事項を認識することが望ましい。 

B.7 AI システムのデータ 

B.7.1 目的 

AI システムの適用及び開発，提供又は利用において，ライフサイクル全体にわたる AI システムのデー

タの役割及びインパクトを，組織が理解することを確実にするため。 
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B.7.2 AI システムの開発及び強化のためのデータ 

管理策 

組織は，AI システムの開発に関連するデータマネジメントプロセスを定義し，文書化し，実施するこ

とが望ましい。 

実施の手引 

データマネジメントには，次の多様な主題が含まれるが，これらに限定されない。 

－ データ利用によるプライバシー及びセキュリティへの影響，その一部は本質的に機微な場合がある。 

－ データに依存した AI システム開発から生じる可能性のあるセキュリティ及び安全性の脅威 

－ システムに透明性及び説明可能性が要求される場合に，データの来歴， 及び AI システムの出力を決

定するためにデータをどのように利用しているか説明する能力を含めた, 透明性及び説明可能性の側

面 

－ 運用上の利用領域に照らした訓練データの代表性 

－ データの正確性及び完全性 

注記 AI システムのライフサイクル及びデータマネジメントの概念の詳しい情報は，JIS X 22989 に記

載されている。 

B.7.3 データの取得 

管理策 

組織は，AI システムで利用するデータの取得及び選択に関する詳細を決定し，文書化することが望ま

しい。 

実施の手引 

組織は，AI システムの範囲及び用途に応じて，異なる情報源から異なるカテゴリーのデータを必要と

する場合がある。データ取得の詳細は次を含む。 

－ AI システムに必要なデータのカテゴリー 

－ 必要なデータ量 

－ データ源（例えば，内部，購入，共有，オープンデータ，合成） 

－ データ源の特性（例えば，静的，ストリーミング，収集，機械生成） 

－  データ主体の人口統計及び特性（例えば，既知の若しくは潜在的なバイアス，又は他の系統的エラ

ー） 

－ データの事前処理（例えば，過去の利用，プライバシー及びセキュリティ要求事項への適合） 

－ データに対する権利（例えば，PII，著作権） 

－ 関連するメタデータ（例えば，データのラベリング及び強化の詳細） 

－ データの来歴 

その他の情報 

ISO/IEC 19944-1 が規定するデータカテゴリー及びデータ利用の構造を利用して，データの取得及び利
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用に関する詳細を文書化することが可能である。 

B.7.4 AI システムのためのデータの品質 

管理策 

組織は，データの品質に関する要求事項を定義し，文書化し，AI システムの開発及び運用に利用する

データがそれらの要求事項を満たすことを確実にすることが望ましい。 

実施の手引 

AI システムの開発及び運用に利用するデータの品質は，システム出力の有効性に大きなインパクトを

与える可能性がある。JIS X 25024 では，データの品質を，規定した条件下で利用した場合に，データの

特性が明示的及び暗黙的なニーズを満たす度合いとして定義している。AI システムが，教師あり又は半

教師あり機械学習を利用する場合，訓練，妥当性確認，テスト及び本番データの品質を可能な限り定義し，

測定し，改善することが重要であり，組織はデータが自らの意図した目的（purpose）のために適切であ

ることを確実とすることが望ましい。組織は，システムのパフォーマンス及びシステムの公平性に対する

バイアスのインパクトを考慮し，利用するモデル及びデータを必要に応じて調整して，パフォーマンス及

び公平性を向上させ，それらがユースケースに対して受容されるようにすることが望ましい。 

その他の情報 

データ品質に関する追加情報は，分析及び ML のデータの品質に関する ISO/IEC 5259 シリーズ 1）で得

ることが可能である。AI システムで利用するデータの異なる形式のバイアスに関する追加情報は，

ISO/IEC TR 24027 で入手することが可能である。 

注 1) ISO/IEC 5259-1:2024，ISO/IEC FDIS 5259-2:2024，ISO/IEC 5259-3:2024，ISO/IEC 5259-4:2024，
ISO/IEC FDIS 5259-5:2024。 

B.7.5 データの来歴 

管理策 

組織は，AI システムのライフサイクル全体にわたって，自らの AI システムで利用するデータの来歴を

記録するプロセスを定義し，文書化することが望ましい。 

実施の手引 

ISO 8000-2 に従って，データの来歴の記録に当たって，データの作成，更新，転記，抽象化，妥当性確

認及び管理の移転に関する情報を含めることが可能である。さらに，データの来歴の下で，データ共有

（管理の移転なし）及びデータ変換を考慮することも可能である。データ源，その内容及びその利用状況

などの要因に応じて，組織はデータの来歴を検証する手段が必要かどうかを検討することが望ましい。 

B.7.6 データ準備 

管理策 

組織は，データ準備の選択基準及び利用するデータ作成方法を定め，文書化する。 

注記 対応国際規格が“shall”を使っているため要求事項表現としたが，ここ以外の附属書 B の管理策

では“should”を使っており，推奨事項表現“文書化することが望ましい”とすることが適切で
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ある。 

実施の手引 

AI システムで利用するデータは，通常，AI についての所定の作業で利用できるようにするための準備

が必要である。例えば，機械学習アルゴリズムは，エントリの欠落又は不正確さ，非正規分布及び大きく

変化するスケールなどを許容しないことがある。準備方法及び変換を利用してデータの品質を向上させる

ことが可能である。データを適切に準備しておかないと，AI システムエラーが発生する可能性がある。

AI システムで利用するデータの一般的な準備方法及び変換には次がある。 

－ データの統計的調査（例えば，分布，平均値，中央値，標準偏差，範囲，階層化，サンプリング）及

び統計的メタデータ〔例えば，データ文書化イニシアチブ［data documentation initiative (DDI)］ 仕様 
[28]〕 

－ クリーニング（すなわち，エントリの修正，欠落しているエントリ（欠損値）の取り扱い） 

－ 補完（すなわち，欠落しているエントリ（欠損値）を埋める方法） 

－ 正規化 

－ スケーリング 

－ ターゲット変数のラベリング 

－ エンコード（例えば，カテゴリー変数を数値に変換） 

AI についての所定の作業について，組織は特定のデータ準備方法及び変換を選択する基準，並びに AI
についての作業で利用する特定の方法及び変換を文書化することが望ましい。 

注記 機械学習に特有のデータ準備に関する追加情報は，ISO/IEC 5259 シリーズ 1）及び ISO/IEC 23053
を参照。 

注 1) ISO/IEC 5259-1:2024，ISO/IEC FDIS 5259-2:2024，ISO/IEC 5259-3:2024，ISO/IEC 5259-4:2024，
ISO/IEC FDIS 5259-5:2024。 

B.8 利害関係者のための情報 

B.8.1 目的 

関連する利害関係者が，リスク及びそれらのインパクト（プラス及びマイナスの両方）を理解し，アセ

スメントするために必要な情報の入手を確実にするため。 

B.8.2 利用者向けシステム文書及び情報 

管理策 

組織は，AI システムの利用者に必要な情報を決定し，提供することが望ましい。 

実施の手引 

AI システムに関する情報には，状況に応じて，利用者が AI システムと相互作用していることの利用者

への一般的な通知も含めることが可能である。これには，システム自体だけでなく，システムの潜在的な

出力も含める場合がある（例えば，画像が AI によって作成されたことを利用者に通知する。）。 

AI システムは複雑である可能性があるが，利用者が AI システムとやりとりするときにはそのシステム

がどのように機能するかを理解できることが重要である。利用者はまた，その意図した目的（purpose）
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及び意図した用途が，利用者に危害を及ぼす又は便益をもたらす可能性を理解する必要がある。一部のシ

ステム文書は，必然的に技術的な用途（例えば，システム管理者）を対象とする場合があり，組織は，異

なる利害関係者のニーズ，及びその関係者にとって理解しやすさとは何を意味するのかを理解することが

望ましい。情報はまた，それを見つける際の使いやすさという点でも，追加のアクセシビリティ機能が必

要な利用者にとっても，アクセス可能であることが望ましい。 

利用者に提供できる情報には，次が含まれるが，これらに限定されない。 

－ システムの目的（purpose） 

－ 利用者がやりとりしているのは AI システムであること 

－ システムとやりとりする方法 

－ システムを置き換えるタイミング及び方法 

－ 必要な計算の資源，システムの制限及びその予想寿命を含む，システム運用の技術的要求事項 

－ 人間によるオーバーサイトの必要性 

－ 精度及びパフォーマンスに関する情報 

－ 潜在的な便益及び危害を含む，インパクトアセスメントからの関連情報。これは，特に，特定の状況

又は特定の人口統計の集団に適用可能な場合（B.5.2 及び B.5.4 参照） 

－ システムの便益に関する主張の修正 

－ システムの動作方法の更新及び変更，並びに必要な保守対策。これにはその頻度を含む。 

－ 連絡先情報 

－ システム利用のための教材 

情報を提供するかどうか，また，どのような情報を提供するかを決定するために組織が利用する基準を

文書化することが望ましい。関連する基準には，AI システムの意図した用途及び合理的に予見可能な誤

用，利用者の専門知識並びに AI システムの具体的なインパクトが含まれるが，これらに限定されない。 

情報は，文書化した利用説明書，システム自体に組み込まれた警告及びその他の通知，ウェブページ上

の情報などを含んでおり，多くの方法で利用者に提供することが可能である。組織が情報を提供するため

に利用する方法に応じて，組織は，利用者がこの情報にアクセスでき，提供される情報が完全で最新かつ

正確であることの妥当性を確認することが望ましい。 

B.8.3 外部報告 

管理策 

組織は，利害関係者がシステムの有害なインパクトを報告するための機能を提供することが望ましい。 

実施の手引 

報告された問題及び障害に関してシステム運用を監視することが望ましい一方で，組織は利用者又はそ

の他の外部関係者が有害なインパクト（例えば，不公平性）を報告できる機能も提供することが望ましい。 

B.8.4 インシデントの伝達 

管理策 

組織は，AI システムの利用者にインシデントを伝達するための計画を決定し，文書化することが望ま
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しい。 

実施の手引 

AI システムに関連するインシデントは，AI システム自体に特有の場合も，又は情報セキュリティ若し

くはプライバシー（例えば，データ侵害など）に関連する場合もある。組織は，システムが動作する状況

に応じて，利用者及び他の利害関係者にインシデントを通知する義務があることを理解することが望まし

い。例えば，安全性に影響を与える製品の一部である AI 構成要素に関するインシデントには，他の種類

のシステムとは異なった，通知に対する要求事項が存在する場合がある。次に示すことに対する要求事項

が規定されることとなる，（契約など）法的要求事項及び規制活動が適用される可能性がある。 

－ 伝達義務のあるインシデントの種類 

－ 通知のタイムライン 

－ 当局への通知義務があるかどうか，また，どの当局への通知義務か 

－ 伝達する義務のある詳細 

組織は，AI のインシデント対応及び報告活動を，より広範な組織のインシデントマネジメント活動に

統合できるが，AI システム又は AI システムの個々の構成要素に関連する独自の要求事項を認識すること

が望ましい（例えば，システムの訓練データにおける PII データ侵害は，プライバシーに関連する異なる

報告要求事項をもつ可能性がある。）。 

その他の情報 

JIS Q 27001 及び JIS Q 27701 は，それぞれセキュリティ及びプライバシーについてのインシデントマネ

ジメントに関する追加の詳細を示している。 

B.8.5 利害関係者のための情報 

管理策 

組織は，AI システムに関する情報を利害関係者に報告する自らの義務を決定し，文書化することが望

ましい。 

実施の手引 

一部のケースでは，法域によって，システムに関する情報を規制機関などの当局と共有することを要求

される場合がある。情報は，適切な期間内に顧客，規制当局などの利害関係者に報告することが可能であ

る。共有する情報には，例えば，次の事項が含まれる。 

－ 技術システム文書（訓練，妥当性確認及びテスト用のデータセット，並びにアルゴリズム選択の正当

性，検証及び妥当性確認記録が含まれるが，これらに限定されない） 

－ システムに関連するリスク 

－ インパクトアセスメントの結果 

－ ログ及びその他のシステム記録 

組織はこの点における自らの義務を理解し，適切な情報の適正な当局との共有を確実にすることが望ま

しい。さらに，司法当局と共有する情報に関連する法域の要求事項を，組織は認識していることが前提と

なる。 
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B.9 AI システムの利用 

B.9.1 目的 

組織が組織の方針に従って責任をもって AI システムを利用することを確実にするため。 

B.9.2 AI システムの責任ある利用のためのプロセス 

管理策 

組織は，AI システムの責任ある利用に対するプロセスを定義し，文書化することが望ましい。 

実施の手引 

組織は，その状況に応じて，特定の AI システムを利用するかどうかを決定するため，多くの考慮事項

をもつ可能性がある。AI システムを組織自体で開発するか，サードパーティから調達するかにかかわら

ず，組織はこれらの考慮事項が何であるかを明確にし，それらに対処するための方針を策定することが望

ましい。幾つかの例としては，次がある。 

－ 必要な承認 

－ コスト（継続的な監視及び維持管理を含む。） 

－ 承認された調達要求事項 

－ 組織に適用される法的な要求事項 

組織が他のシステム，資産などの利用に関する方針を受け入れている場合，それら方針を，望ましいも

のであれば，取り入れることが可能である。 

B.9.3 AI システムの責任ある利用のための目的 

管理策 

組織は，AI システムの責任ある利用へと導くための目的を特定し，文書化することが望ましい。 

実施の手引 

異なる状況で活動している組織は，AI システムの責任ある開発の構成要素に対して異なる期待及び目

的をもつ可能性がある。組織は，その状況に応じて，責任ある利用に関する組織の目的を特定することが

望ましい。幾つかの目的は，次を含む。 

－ 公平性 

－ アカウンタビリティ 

－ 透明性 

－ 説明可能性 

－ 信頼性 

－ 安全性 

－ 堅ろう（牢）性及び冗長性 

－ プライバシー及びセキュリティ 

－ アクセシビリティ 
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一旦定義した後，組織はその中で自らの目的を達成するための仕組みを実装することが望ましい。これ

には，サードパーティのソリューションが組織の目的を満たしているかどうか，又は組織内で開発したソ

リューションが意図した用途に適用できるかどうかを決定することを含む。組織は，AI システムのライ

フサイクルのどの段階に，人間によるオーバーサイトの意味ある目的を組み込むことが望ましいかを決定

することが望ましい。これには，次を含む。 

－ AI システムの決定を上書きする権限をもつことを含め，AI システムの出力をチェックするために人

間のレビュー担当者が関与する。 

－ AI システムの意図した展開に関連する取扱説明書又はその他の文書によって，AI システムの受容さ

れた利用のために人間によるオーバーサイトが要求される場合には，それを含めることを確実にする。 

－ AI システムの出力の精度を含め，AI システムのパフォーマンスを監視する。 

－ AI システムの出力及びそれらのインパクトに関する懸念事項を，関連する利害関係者に報告する。 

－ 本番データを基に正しい出力を行う AI システムのパフォーマンス又は能力が変化することに関する

懸念事項を報告する。 

－ AI システムの利用に対する責任あるアプローチ及び AI システムの意図した用途に関して，意思決定

の自動化が適切であるかどうかを考慮する。 

AI システム インパクトアセスメントによって，人間によるオーバーサイトの必要性を知ることが可能

である（B.5 参照）。AI システムに関連した人間によるオーバーサイト活動に関与する要員は，AI システ

ムに関する取扱説明書及びその他の文書，並びに人間によるオーバーサイトの目的を満たすために，自ら

が実行する義務について，通知を受け，訓練され，理解することが望ましい。パフォーマンスの問題を報

告する場合，人間によるオーバーサイトによって自動監視を補強する可能性がある。 

その他の情報 

附属書 C は，AI システムの利用に関する目的を決定する際に役立てることができる，リスクをマネジ

メントするための組織の目的の例を示している。 

B.9.4 AI システムの意図した用途 

管理策 

組織は，AI システムが AI システム及びその附属文書の意図した用途に従って利用されることを確実に

することが望ましい。 

実施の手引 

AIシステムは，関連する取扱説明書及びその他の文書に従って展開することが望ましい（B.8.2参照）。

展開には，必要に応じて人間によるオーバーサイトの適用を確実にするためのニーズ（B.9.3 参照）を含

め，展開を支援するための特定の資源が必要な場合がある。AI システムのパフォーマンスが正確である

ことを確実にするために，AI システム利用の基底となるデータが，AI システムに関連する文書と整合す

ることが，AI システムの受容可能な利用に対して必要な場合がある。 

AI システムの動作を監視することが望ましい（B.6.2.6 参照）。関連する取扱説明書に従って AI システ

ムを正確に展開することで，関係のある利害関係者へのインパクト又は組織の法的要求事項について懸念

が生じる場合には，組織は，組織内の関係者だけでなく，AI システムの全てのサードパーティ供給者に

もその懸念事項を伝えることが望ましい。 
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組織は，AI システムが意図したとおりに利用されていることを実証するため，又は AI システムの意図

した用途に関する懸念事項を伝達する際に役立てるために，AI システムの展開及び運用に関連するイベ

ントログ又はその他の文書を保持することが望ましい。イベントログ及びその他の文書を保存する期間は，

AI システムの意図した用途，組織のデータ保持方針，及びデータ保持に関する関連法的要求事項に依存

する。 

B.10 サードパーティ及び顧客との関係 

B.10.1 目的 

AI システムのライフサイクルのいずれかの段階においてサードパーティが関与する場合には，組織が

自らの責任を理解し，アカウンタビリティを果たし，リスクを適切に配分することを確実にするため。 

B.10.2 責任の割当て 

管理策 

組織は， AI システムのライフサイクル内の責任を，組織，そのパートナー，供給者，顧客及びサード

パーティの間で割り当てることを確実にすることが望ましい。 

実施の手引 

AI システムのライフサイクルにおいては，一部又は全ての利害関係者に対して，データを提供する関

係者，アルゴリズム及びモデルを提供する関係者，並びに AI システムを開発又は利用しアカウンタビリ

ティを果たす関係者の間で責任を分担することが可能である。組織は，AI システムのライフサイクルに

介入する全ての関係者及びその役割を文書化し，それらの責任を決定することが望ましい。 

組織が AI システムをサードパーティに供給する場合，組織は AI システムの開発に対して責任あるアプ

ローチをとることを確実にすることが望ましい。B.6 の管理策及び手引を参照。組織は，AI システムに必

要な文書（B.6.2.7 及び B.8.2 参照）を，関係する利害関係者及び組織が，AI システムの供給先のサードパ

ーティに提供できることが望ましい。 

処理されたデータに PII が含まれる場合，通常，PII 処理者と PII 管理者との間で責任を分担する。

ISO/IEC 29100 に，PII 管理者及び PII 処理者に関する詳細情報が示されている。PII のプライバシーを保

護する必要がある場合，JIS Q 27701 に規定されているような管理策を考慮することが望ましい。PII に関

する組織及び AI システムのデータ処理活動，並びにライフサイクル全体にわたる AI システムの適用及び

開発における組織の役割に基づいて，組織は PII 管理者（又は共同 PII 管理者），PII 処理者，又はその両

方の役割を担うことが可能である。 

B.10.3 供給者 

管理策 

組織は，供給者が提供するサービス，製品又は資料の利用が，AI システムの責任ある開発及び利用に

対する組織のアプローチと整合していることを確実にするプロセスを確立することが望ましい。 

実施の手引 

AI システムを開発又は利用している組織は，データセット，機械学習のアルゴリズム若しくはモデル，

又はソフトウェアライブラリなどのシステムの他の構成要素の調達から，単独で利用するための AI シス
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テム全体又は別の製品（例えば，車両）の一部としての AI システムに至るまで，多様な方法で供給者を

活用することが可能である。 

組織は，供給者の選択，それら供給者に課せられる要求事項，並びに供給者に必要な継続的監視及び評

価のレベルを決定する際に，異なる種類の供給者，供給者が提供するもの，並びにシステム及び組織に全

体としてもたらす可能性のある様々なレベルのリスクを考慮することが望ましい。 

組織は，AI システム及び AI システムの構成要素が，組織が開発する又は利用する AI システムにどの

ように統合されるかを文書化することが望ましい。 

供給者からの AI システム又は AI システム構成要素が意図したとおりに機能しない，又は，個人若しく

は個人の集まり又はその両方，及び社会に対し，組織が AI システムに対して行っている責任あるアプロ

ーチと整合しないインパクトをもたらす可能性があると組織が考える場合，組織は供給者に是正処置をと

るよう要求することが望ましい。組織は，この目的を達成するために供給者と協力することを決定するこ

とが可能である。 

組織は，AI システムの供給者からの AI システムに関連する適切かつ十分な文書の提供を確実にするこ

とが望ましい（B.6.2.7 及び B.8.2 参照）。 

B.10.4 顧客 

管理策 

組織は，AI システムの開発及び利用に対する自らの責任あるアプローチにおいて，AI システムの顧客

の期待及びニーズを考慮することを確実にすることが望ましい。 

実施の手引 

組織は，AI システムに関連する製品又はサービスを提供する場合（すなわち，組織自体が供給者であ

るとき），顧客の期待及びニーズを理解することが望ましい。これらは，設計又はエンジニアリング段階

での製品又はサービス自体の要求事項の形をとる場合もあれば，契約上の要求事項又は一般的な利用契約

の形式で提供される場合もある。一つの組織が多くの種類の顧客関係をもつ可能性があり，それらは全て

異なるニーズ及び期待をもっている可能性がある。 

組織は，特に供給者と顧客との関係の複雑な性質を理解し，ニーズ及び期待を満たしながら，AI シス

テムの提供者の責任の所在及び顧客の責任の所在を理解することが望ましい。 

例えば，組織は，顧客による AI 製品及びサービスの利用に関連するリスクを特定し，対応するリスク

に顧客が対応可能であるように顧客に適切な情報を提供することによって，特定されたリスクへの対応を

決定することが可能である。 

適切な情報の例としては，ある AI システムが特定の利用領域に対して有効である場合，その領域の制

限を顧客に伝達することが望ましい。B.6.2.7 及び B.8.2 を参照。 
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附属書 C 
（参考） 

AI 関連の潜在的な組織の目的及びリスク源 

C.1 一般 

この附属書は，リスクをマネジメントする際に組織が考慮可能である，潜在的な組織の目的，リスク源

及びその説明について概説する。この附属書は，網羅的であること又は全ての組織に適用されることは意

図していない。組織は，関連する目的及びリスク源を決定することが望ましい。ISO/IEC 23894 には，こ

れらの目的及びリスク源，並びにリスクマネジメントとの関係に関してより詳細な情報が示されている。

AI システムの評価を最初に，定期的に，及び正当な理由があるときに行うことによって，AI システムが

組織の目的に照らしてアセスメントされているという証拠が示される。 

C.2 目的 

C.2.1 アカウンタビリティ 

AI の利用によって既存のアカウンタビリティの枠組みが変わる可能性がある。以前は個人が自分の行

為にアカウンタビリティを負っていたが，それらの行為は今では，AI システムに支援される，又は AI シ
ステムの利用に基づく場合がある。 

C.2.2 AI の専門知識 

AI システムのアセスメント，開発及び展開に関する学際的な一連のスキルセット及び専門知識を備え

た専任の専門家を選抜することが必要である。 

C.2.3 訓練及びテストデータの可用性及び品質 

ML に基づく AI システムでは，意図した動作に対してシステムを訓練及び検証するために，訓練デー

タ，妥当性確認のためのデータ，及びテストデータが必要である。 

C.2.4 環境インパクト 

AI の利用は，環境に対するプラス及びマイナスのインパクトを与える可能性がある。 

C.2.5 公平性 

AI システムを意思決定の自動化に不適切に適用すると，特定の個人又は個人の集まりに対して不公平

となる可能性がある。 

C.2.6 保全性 

保全性は，欠陥を修正する又は新しい要求事項に適応するために AI システムの修正に対処する組織の

能力に関連する。 

C.2.7 プライバシー 

個人データ及び機微データ（例えば，健康記録）の誤用又は開示には，データ主体に悪影響を及ぼす可

能性がある。 
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C.2.8 堅ろう（牢）性 

AI では，堅ろう（牢）性とは，システムが新しいデータに対して，訓練時のデータ又は典型的な運用

時のデータと同等のパフォーマンスを発揮する能力があるか（又は能力がないか）を示す特性のこと。 

C.2.9 安全性 

安全性は，定義された条件下で，システムが人間の生命，健康，財産又は環境が危険にさらされる状態

を引き起こさないという期待に関連する。 

C.2.10 セキュリティ 

AI，特に ML アプローチに基づく AI システムに関しては，従来の情報及びシステムのセキュリティに

関する懸念事項を超えて，新しいセキュリティの問題を考慮することが望ましい。 

C.2.11 透明性及び説明可能性 

透明性は，AI システムを運用する組織の特性，及びそれらのシステム自体の両方に関連する。説明可

能性は，人間が理解できる方法で利害関係者に提供される，AI システムの結果にインパクトを与える重

要な要因の説明に関連する。 

C.3 リスク源 

C.3.1 環境の複雑さ 

AI システムが，状況が広範囲にわたる複雑な環境で動作する場合，パフォーマンスに不確かさが生じ，

したがってリスクの原因となる可能性がある（例えば，自動運転の複雑な環境）。 

C.3.2 透明性及び説明可能性の欠如 

利害関係者に適切な情報を提供できないと，リスクの原因となる可能性がある（すなわち，組織のトラ

ストワージネス及びアカウンタビリティの観点で）。 

C.3.3 自動化のレベル 

自動化のレベルは，安全性，公平性又はセキュリティなどの様々な懸念領域にインパクトを与える可能

性がある。 

C.3.4 機械学習に関連するリスク源 

ML に利用するデータの品質及びデータ収集に利用するプロセスは，（例えば，データの品質の問題又

はデータポイズニングによって）安全性，堅ろう（牢）性などの目的にインパクトを与える可能性がある

ため，リスクの原因となる可能性がある 

C.3.5 システムハードウェアの問題 

ハードウェアに関連するリスク源には，構成要素の欠陥に起因するハードウェアエラー，又は訓練済み

ML モデルの異なるシステム間での転移が含まれる。 

C.3.6 システムのライフサイクルの問題 
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リスク源は，AI システムのライフサイクル全体にわたって現れる可能性がある（例えば，設計上の欠

陥，不適切な展開，保守の欠如，廃止措置に伴う問題）。 

C.3.7 技術成熟度 
リスク源は，成熟度の低い技術における未知の要因（例えば，システムの制限及び境界条件，パフォーマ

ンスのドリフト）に起因する場合もあるが，成熟度の高い技術においても技術の過信に起因する場合もあ

る。  
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附属書 D 
（参考） 

複数の領域又は分野にわたる AI マネジメントシステムの利用 

D.1 一般 

このマネジメントシステムは，AI システムを活用する製品又はサービスを開発，提供又は利用するあ

らゆる組織に適用可能である。したがって，これは利害関係者に対する義務，優良実践規範(good 
practices)，期待又は契約上のコミットメントに影響され得る，異なる分野の非常に多種多様な製品及びサ

ービスに潜在的に適用可能である。分野の例は，次のとおり。 

－ 健康 

－ 防衛 

－ 輸送 

－ 金融 

－ 雇用 

－ エネルギー 

AI システムの責任ある開発及び利用に当たっては，組織の様々な目的（考えられる目的については附

属書 C 参照）が考慮される。この規格では，AI 技術特有の観点からの要求事項及び手引を提供する。幾

つかの考えられる目的に対して，一般的又は分野特有のマネジメントシステム規格が存在している。これ

らのマネジメントシステム規格は，通常，技術的中立性の観点から目的を考慮するが，一方，AI マネジ

メントシステムでは，AI 技術特有の考慮事項を提供している。 

AI システムは，AI 技術を利用した構成要素だけで構成されるのではなく，様々な技術及び構成要素を

利用する可能性がある。したがって，AI システムの責任ある開発及び利用には，AI 特有の考慮事項だけ

でなく，利用する全ての技術及び構成要素を含むシステム全体も考慮する必要がある。AI 技術特有の部

分であっても，AI 特有の考慮事項以外の側面も考慮することが望ましい。例えば，AI は情報処理技術で

あるため，情報セキュリティは AI 全般に適用される。安全性，セキュリティ，プライバシー及び環境へ

のインパクトなどの目的には，AI 及びシステムの他の構成要素を個別にマネジメントするのではなく，

全体的に管理することが望ましい。したがって，AI マネジメントシステムを，関連する主題の一般的又

は分野特有のマネジメントシステム規格と統合することが，AI システムの責任ある開発及び利用に不可

欠である。 

D.2 AI マネジメントシステムと他のマネジメントシステム規格との統合 

AI システムを提供又は利用する場合，組織に，他のマネジメントシステム規格の主題である側面に関

連する目的（purpose）又は義務が生じることがある。これらには，例えば，セキュリティ，プライバシ

ー，品質など，それぞれ JIS Q 27001，JIS Q 27701，JIS Q 9001 で取り扱われている主題が含まれる。 

AI システムを提供，利用又は開発する場合，関連する可能性のある一般的なマネジメントシステム規

格は次のとおりであるが，これらに限定されない。 

－ ISO/IEC 27001：ほとんどの状況において，AI システムを利用する組織の目的を達成する上で，セキ

ュリティが鍵となる。組織がセキュリティの目的を追求する方法は，その状況及び独自の方針によっ

て異なる。組織が，AI マネジメントシステムを導入する必要性，及びセキュリティの目的に対して
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同様に徹底的かつ体系的な方法で取り組む必要性を認識した場合，組織は JIS Q 27001 に適合した情

報セキュリティマネジメントシステムを実施することが可能である。JIS Q 27001 及び AI マネジメン

トシステムの両方が上位レベルの構造（high-level structure）を利用しているため，それらの統合的な

利用が容易になり，組織にとって大きな便益がある。この場合，この規格で（部分的に）情報セキュ

リティに関連する管理策を実施する方法（B.6.1.2 参照）は，組織の JIS Q 27001 の実施と統合するこ

とが可能である。 

－ JIS Q 27701：多くの状況及び適用領域において，PII は AI システムで処理される。これによって，組

織はプライバシーに適用される義務，並びに独自の方針及び目的を順守できるようになる。同様に，

JIS Q 27001 に関しても，組織は JIS Q 27701 と AI マネジメントシステムとの統合から便益を得るこ

とが可能である。AIマネジメントシステムのプライバシー関連の目的及び管理策（B.2.3及び B.5.4参
照）は，組織の JIS Q 27701 の実施と統合することが可能である。 

－ JIS Q 9001：多くの組織にとって，JIS Q 9001 への適合は，組織が顧客志向であり，内部でその有効

性を真摯に心がけていることを示す重要なサインである。JIS Q 9001 への適合性評価だけでも，組織

全体にわたって事業が促進され，製品又はサービスに対する顧客の信頼が高まる。AI 技術が関わる

場合，JIS Q 9001 と連携して AI マネジメントシステムを実施すると，組織又は AI システムに対する

顧客の信頼レベルが大幅に強化される。AI マネジメントシステムは，組織の目的達成を支援する上

で，JIS Q 9001 の要求事項（リスクマネジメント，ソフトウェア開発，サプライチェーンの一貫性な

ど）を補完することが可能である。 

上記の一般的なマネジメントシステム規格に加えて，AI マネジメントシステムは，分野専用のマネジ

メントシステムと併用することも可能である。例えば，食品の生産，準備及び流通に利用する AI システ

ムには，ISO 22000 及び AI マネジメントシステムの両方が関連する。もう一つの例は JIS Q 13485 である。

AI マネジメントシステムの実施によって，JIS Q 13485 の医療機器ソフトウェアに関連する要求事項，又

は JIS T 2304 などの医療分野の他の国際規格の要求事項に対応することが可能である。 
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